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都市におけるコミュニティと行政に関する一考察

― 東 京 都 の コ ミ ュ ニ テ ィ 行 政 を 事 例 と し て ―

Community and Administration in Urbanized Society: 

A  C a s e  S t u d y  o f  t h e  T o k y o  M e t r o p o l i t a n  

Government's Community Administration

要 旨

コミュニティの概念を､唐浮の ｢生活包括集

団｣という規定に従い､①境界性の認識､②集団

性の維持､③行動規範の3点で整理し､その上で､

筆者の見解として都市成立の要件を､(彰地域意識

の喪失､(参集団からの単独化､③行動規範の一時

性と考えて､両者 (コミュニティと都市化)を対

極に置いて整理した｡次に､倉沢の ｢村落的生活

様式｣と ｢都市的生活様式｣の対比を参考に､生

産 ･消費関係と地域内 ･外関係という2つの関係

で都市的生活様式の特徴を整理した｡そして､子

供を育てること､身近な人の世話をするという､

生活の根本的な課題を地域外部の専門的機関のサ

ービスに委ねるという点で､教育 ･医療の発達も

コミュニティの消滅に結びついており､行政サー

ビスの拡大もコミュニティの弱体化に繋がってい

ることを強調した｡また､コミュニティ･スペー

ス (コミュニティ領域)をパブ1)ック･スペース

(公的領域)とプライベート･スペース (私的領

域)の中間的空間 (領域)に位置づけ､公的領域

にある行政は､生活と地域と人間を結ぶ全面的な

関係をもつコミュニティにとって､常に部分約 ･

一面的にしか機能しない危険性を指摘 した｡次

に､東京都のコミュニティ行政の現状について､

①コミュニティ施設建設費の補助､(参情報化 ･国

際化 ･高齢化-の対応､を中心に概観し､今後行

政がとるべき方向性について､3次元のベクトル

井 原 久 光

Hisamitsu lhara

図を提示しながら試論を展開した｡
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はじめに

筆者は､平成3年 (1991年)より第5期東京都

コミュニティ問題研究会のメンバーとして､東京

都コミュニティ問題に関する調査や討議に参加す
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る機会を得た.この研究会は､東京都におけるコ

ミュニティの実態を調査 ･検討し､コミュニティ

行政の基本的事項を検討するために東京都によっ

て設置されたもので､学識経験者､都民の代表､

東京都の行政担当者､および区市のコミュニティ

行政担当者､合計16名で構成1)された今回の第5

期研究会は､コミュニティ施設のあ り方を中心

に､情報化 ･高齢化 (人口変動と福祉社会)･国

際化-のコミュニティ行政の対応などについて討

議を重ね､都内のコミュニティ施設2)の視察も行

ったo筆者は､研究会の副座長を務める一方､主

に民間部門のサービス活動やマーケティング活動

の視点から､コミュニティ行政における公共サー

ビスと組織運営､コミュニティ需要の予測などの

あり方について助言を行ってきた｡この提言につ

いては､第5期東京都コミュニティ問題研究会報

告書 ｢21世紀を展望したコミュニティ施設のあり

方について｣ (東京都生活文化局､1994年10月)

にまとめたが､こうした体験を通じて､都市にお

けるコミュニティをめぐる最近の動向とコミュニ

ティ行政の現状を概観する機会を得たので､本稿

でコミュニティと都市化及び行政の関係について

整理してみたい｡また､将来行政機関が地域のコ

ミュニティ活動にどのように関与していくべきか

について図式化を試みたので､ここに試案を提示

したい｡

1.コミュニティに関する国､東京都､お

よびコミュ=ティ問題研究会の考え方

国民生活審議会の調査部会コミュニティ問題小

委員会は､｢生活の場において､市民としての自

主性と責任を自覚した個人および家庭を構成主体

として､地域性と各種の共通目標をもった､開放

的でしかも構成員相互に信頼感のある集団｣3)を

コミュニティと定義している｡ この概念は､ ｢従

来の古い地域の共同体とは異なり､住民の自主性

と責任性に基づいて､多様化する各種の住民要求

と創意を実現する集団｣をコミュニティとしたも

のであり､近代的市民社会の進展や個人の自主性

を前提とした多 くの機能集団 (コミュニティ組

織)を生成させる基盤としてのコミュニティの定

義といえる｡

また､東京都は ｢マイタウン構想｣の一環とし

てコミュニティを ｢人々の参加とふれあいに支え

られた地域社会｣4)と定義している｡すなわち､

｢一定の地域的ひろがり｣の中で､｢共同目標｣や

｢共通の問題｣があり､｢人々の主体的な参加が活

発に行われていること｣や ｢人々の心のふれあい

が存在すること｣を前提として､｢いきいきとし

た地域の魅力が創り出されている｣ことがコミュ

ニティの基本認識になっている｡

このマイタウン構想の目標は ｢安心して暮らせ

るまち､いきいき暮らせるまち｣をつくることに

あるが､それを実現する過程や手段として ｢自分

の手がすこしでも加わってまちづくりが進められ

ている｣という住民参加の実感と地域住民の共同

経験が重要であり､その過程 (手段)そのものが

目標の一部であるとされている｡そのために､

｢都市構造の改善や都市施設の整備が重要｣であ

ると同時に､ ｢まちに生命を吹きこむもの｣とし

てコミュニティの形成と発展が必要不可欠と考え

られたわけである｡

このような基本構想に基づいて､第1期コミュ

ニティ問題研究会は､東京都のコミュニティ行政

の推進方策について報告書をまとめ､① (行赦の

あらゆる施策をコミュニティの視点から見直す)

行政のコミュニティ化､(参コミュニティ･カレッ

ジ構想､(参集住のしくみの構築､④コミュニティ

情報システムの開発､⑤コミュニティ･シンボル

の創造､⑥地域産業のコミュニティ化､⑦コミュ

ニティ生活システムの創造の7つの政策設計を提

案している5)Oさらに､第2期コミュニティ問題

研究会においてほ､｢情報とコミュニティ｣を研究

課題として､報告書をまとめ､①コミュニティ･

データ･ベースの設置､(卦諸媒体のネ ッ トワー

ク化の推進､③コミュニティ･アドバイザーの設

置､④コミュニティ研究センターの設置を提言し

た｡ (情報化に対する東京都の具体的取り組みの

1つとしての､情報ネットワーク ｢とみんず｣の

例については後述3項の2)を参照方)

こうした国や東京都のコミュニティに関する基

本的な認識を受けながら､筆者の参加した第5期

コミュニティ問題研究会報告書では､コミュニテ

ィの概念を政策的有効性を含めて用い､コミュニ

ティを ｢生活包括集団｣と規定した｡この生活包

括集団としてのコミュニティは､第5期コミュニ
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ティ問題研究会の座長を務めた唐津和義の定義6)

に従うものであるが､それは以下3点の特色をも

つ｡

すなわち､唐浮によると､｢第1は､居住者に

共有されている地域認識 (特定地域独自の自然を

知覚している)があり､他の地域と異なる居住地

域の空間感覚をもち､それは居住地域の境界性を

認識させる｡第2は､生活空間が居住者の間で重

なり合っている｡このことは､買物で出会う､行

事の集いで出会う､また散歩の道で出会う等､地

域内に居住する人々の接触率が高まる｡そのこと

はパ-ソナルネットワークを形成す ることにな

り､地域内の居住者の集団性を高めることにな

る｡第3には､居住者の問に共有されている生活

のルールがある｡それは､居住地域のなかで有効

性の高い地域内道徳ともいうべき､世代間の継承

を求める行動基準である｡それは､居住者が地域

で生活する知恵の集積であり､子供達に伝承され

ていくO以上､①境界性の認識､②集団性の維

持､③行動基準の伝承があるのが､生活包括集団

即ちコミュニティと考える｡換言すれば､生活の

完結性がみられる居住者のネットワークの範囲が

コミュニティである｡7)｣

したがって､ここでいうコミュニティとは､市

民社会の進展によって覚醒された個人とその自主

性を前提として､個々人の目的が共鳴し合って成

立した機能集団のみでもなく､都市整備を支える

下部構造や行政情報の伝達回路として用いられて

いる地域組織 (たとえば､町内会 ･アソシエーシ

ョン)を指しているのでもない｡もちろん､コミ

ュニティは､地域全体で解決しなければならない

問題が生じた場合には明確な目標や問題意識がも

つことで住民組織 (アソシエーション)を形成す

る基盤でもあるし､行政と個人を結ぶ情報の伝達

回路にもなりうるが､通常は目的志向的な機能集

団ではなく､日常のつながりの中で生活の快適性

を自然に作り出そ うとす るェコシステム (eco･

system)といえよう｡8)

また､日常的な用語としての ｢コミュニティ｣

は､時として職場や趣味サークルなどにおける仲

間やインフォーマル ･グループまで含めることも

あるし､実際に､P.ドラッカーは､ plantcom-

munityという用語を用いて｢職場コミュニティ｣
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を表現しているが､ これはF.∫.レスリスバーガ

ーや G.E.メ-ヨーらの informalorganization

の延長として位置づけられると言われ る9)｡しか

し､上述のような ｢ェコシステムとしてのコミュ

ニティ｣の観点に立てば､工場に接近した社宅で

職場のほとんどの人々が生活を共有しているよう

な場合を除いて､生活の共有や地域との密着性の

ないこうした職場や趣味サークルのグループはコ

ミュニティと呼ぶことはできない｡また､唐洋が

言うように､概念規定上もこうした集団に対して

｢必ずしも<コミュニティ>概念を用いな くて

も､<職場集団><仲間集団><非公式集団>の

概念でとらえても何ら不都合もない10)｣わけであ

るO

もちろん､コミュニティを特定の地域のものと

するかについては議論の分かれるところでもあ

り､事実､日常の用語としてほ多様な意味11)に使

われているO周知の通り､R.M.マッキ-ヴァ-
は､｢コミュニティという語を､ 村とか町､ ある

いは地方や国とかもっと広い範囲の共同生活のい

ずれかの領域を指すのに用い12)｣ており､必ずし

も地域社会に特定していない.しかし､マッキー

ヴァ-が ｢コミュニティの最も完全な類型は国で

あるlS)｣という時のコミュニティとは ｢共同生活●●●●
の相互行為を十分に保証するような共同関心が､

その成員によって認められているところの社会的

統一体14)｣であって､個別的充足のために求めら●●●●●
れる分立的関心によって成立するアソシエーショ

ソと対をなす概念として定義されている (傍点は

筆者).すなわち､ マッキーヴァ-は､ コミュニ

ティの概念に ｢関心の類型化｣を用いる15)ことに

よって､一般意志や自然法､主権､国家といった

政治学の問題にまで言及しているわけである｡確

かに､コミュニティをこうした共同関心の全体系

でとらえれば､コミュニティの範囲は特定の地域

を超えて拡張が可能であり､そのことは社会をど

のようにとらえるかという社会学的なテーマとし

て極めて重要ではあるが､都市におけるコミュニ

ティ行政のあり方を問う本論では､こうした ｢大

コミュニティ｣諭に立たずに､一般的な地域社会

学や都市社会学で言われるように､ ｢わがまち｣

としての広がりや一体感､あるいは地域的な境界

性をもつものとして理解したい｡
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2.都市化とコ ミュニテ ィ

1)対立概念としての都市化とコミュニティ

(プラス ･マイナスによる整理をもとに)

都市社会学の分野では､ ｢地域における新しい

共同の座標軸として､コミュニティのモデル化が

進められ｣松原治郎 (1969)の自治意識構造モデ

ル16)や奥田道大 (1983)の ｢コミュニティ｣モデ

ル17)をはじめとして､ ｢コミュニティ･モラール

(鈴木広)､コミュニティネス (斉藤吉雄)など､

その他さまざまな試み｣があった18)とされるが､

奥田が1983年のモデルを書き換えて ｢地域性｣を

軸にプラス･マイナス極で整理したモデルの例19)

をヒントに､筆者は､ 図1に示す ように､唐津

(1991年)のコミュニティの定義にあった①境界

性の認識､②集団性の維持､③行動基準の3点20)

を座標軸として､マイナス極を設定した｡

すなわち､唐浮がコミュニティの特徴とした①

境界性の認識､②集団性の維持､③行動基準の3

点を3次元の座標軸の図のプラス方向に表せば､

その正反対のマイナス極に､それぞれ(む地域意識

の喪失､(参集団 (あるいは固定的な人間関係)か

らの単独化21)､③行動規範の一時性､といったも

のが想定できる｡

筆者の図式に従えば､都市化はコミュニティの

対立概念として整理することができる｡都市に住

む人々は､一般に､特定の地域や共同体的な集

団､煩わしい人間関係､あるいはそこにある因習

や伝統といった行動規範といった束縛から解放さ

れたいと願って都市に流入して来た人々が多い｡

(∋土地と②特定の集団と(勤道徳からの自由が都市

を成立させたといっても過言ではあるまい｡

たしかに､中世イタリアや ドイツの商業都市22)

から現代の都市虹至るまで都市には ｢自由な空

気｣があり匿名性の魅力がある｡都市には､いっ

たん街に出れば､ショッピングをしても食事をし

ても映画や劇を見ても誰にも干渉されないStreet

lifeがあり､ それが家庭や職場における home･

OLRcelifeを補完するものとして約束 されてい

る｡

都市のもう一つの魅力である快適性についてみ

ると､それは高度に整備されたインフラストラク

チュア､発達した交通網､豊富な物資､多様で迅

く一･･)

(地域意地の喪失)

(井原作図)

図1 コミュニティと都市の成立要件

速なサービス､余暇活動や美的芸術的体験へのア

クセスの容易さ､などに裏打ちされているが､そ

うした快適環境が保証される都市生活において

ほ､生活のほとんどすべてを地域から独立して行

うことも可能であり､わずらわしい人間関係に拘

束されることもなければ､法に触れない限り特定

の行動基準に縛られることもなく生活が維持でき

る｡

実際､現代の都市生活においてほ､地域で暮ら

し､そこの人々と交流し､その地域の伝統的な行

動様式を引き継いでいくという典型的なコミュニ

ティの姿は消滅しつつあると言 ってもよい｡ま

ず､地域との繋がりについては､職住分離が当た

り前の都市生活においては､地域居住の意味は､

｢住む｣ことから ｢寝る｣こと-変質しつつあり､

通勤時間 ･距離の拡大によって､住民票のある町

は ｢寝る町-ベッドタウソ｣となりつつある｡

次に､地域での暮らしが失われて､集団性の質

も変わってきている｡すなわち､地域における人

間関係は､ ｢全人格的｣な関係から ｢表層的｣あ

るいは冠婚葬祭などに限られた ｢最小限｣のお付

き合い､利害関係を主体とした ｢功利的｣｢ギブ･
アソド･テイク的｣関係-と変質しつつある｡あ

るいは､生活を媒介にした昼夜 ･公私の別の少な

い全般的で直接的な関係から､仕事 ･趣味などを

媒介とした職場 ･組織 ･仲間という部分的で間接

的な関係-と変貌しつつあると言ってもよいだろ

う｡

第3の行動規範も変質しているO流動的な都市

生活にあってほ､ ｢昔からこの辺の者はこうした

ものだ｣という地域内道徳は伝承されにくく､ど
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の地域でも受け入れられ易い冠婚葬祭のしきた

り･挨拶 ･礼儀だけが最大公約数的に残り､人々

の生活で必要な最小限の行動規範にな りつ つ あ

る｡そのために葬儀サービスに見られるような日

常生活における諸行事の外部委託が増加する債向

にある｡それは､生活上の トラブル処理について

も同様で､直接 ｢自分たちのルール｣で解決する

のではなく､外部に仲介を求めて間接的に処理す

る関係になりつつある｡このことは､近代市民意

識 ･契約概念の浸透とも結びつくが､ ｢隣の柿の

木の枝を切る｣ことすら法的に第三者に処理を委

ねようとする傾向が見られる｡

しかし､このように都市をコミュニティと対立

的な概念と捉えてしまうと､都市とコミュニティ

は両立しないことになってしまう｡そして､まる

で都市にはコミュニティが成立し得ないようなロ

ジックの落し穴に陥ってしまう｡それは､現実に

は農村が都市化していて農村的共同体が農村の中

になかったり､逆に都市の中にも村落共同体的な

下町の生活があって､それが当たり前の世界を､

農村と都市､第一次集団と第二次集団､あるいは

ゲマインシャフトとゲゼルシャフトのように図式

化することで2分してしまうことの危険性と同様

である｡

2)都市的生活様式

事実､コミュニティの崩壊を論じるならば､そ

れは都市という特定の地域だけの問題ではないこ

とが明白になりつつあるO周知の通り､L.ワ-ス

は､｢生活様式としてのアーバニズム｣28)において

都市化を ｢都市的生活様式｣と捉え直したが､倉

沢進は､ ソローキン､ ワース､ ジンメル､ 福武

直､鈴木栄太郎らの業績をまとめながら､都市的

生活様式を､(∋自給自足の観点と､②相互扶助処

理一専門機関依存処理､という2つの観点から規

定している｡

すなわち､倉沢は､ ｢村落と都市の生活様式上

の差異とは､第1に､村落における個人的自給自

足性の高さ､逆にいえば都市における個人的自給

自足性の低さを指摘すべき｣24)としており､｢非専

門家 ･住民の相互扶助システムを原則 とす る共

通 ･共同問題の共同処理に代わって､専門家 ･専

門機関の専業 ･分業システムを共同処理の原則と

することこそ､都市的生活様式と村落のそれを区
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表1 村落的生活様式と都市的生活様式 (その1)

村落的生活様式 l都市的生活様式

生産･消費関係 自給自足的

生産と消費のバ
ランス

貨幣と購買

消費のみの生活

地域内･外関係
一一 三 一 二

(倉沢の定義を参考に井原が作表)

別する､ 第2の､ より重要なポイント｣25)と述べ

ている｡

そこで､これらの論点をふまえて､筆者なりに

村落的生活様式と都市的生活様式を対比 しなが

ら､都市化とコミュニティの関係を再度整理して

みたい｡まず､表1ほ､倉沢の指摘する村落的生

活様式と都市的生活様式の2つの主要な差異につ

いて､それらを生産 ･消費関係と地域内 ･外関係

の2つの関係として整理してみたものである｡

第1の生産 ･消費関係から村落的生活様式と都

市的生活様式を比較すると､村落的な生活様式に

おいてほ､自給自足的で生産と消費のバランスが

保たれている状態と言えよう｡これに対して,都

市的生活様式は貨幣によって暮らしに必要なもの

を購買する生活様式であり､生産と消費のバラン

スから見ると､消費が主体の生活と言えよう｡こ

のようにしてみると､この2つの生活様式は､単

に､村落一都市という構図で示されるのではな

く､産業革命以前の生活様式と大量消費社会のそ

れを比較したものであることが一層明確になって

くる｡現代社会は､大量消費社会26)である｡少な

くとも先進国社会では､都市に住もうと農村に住

もうと､生活の多くを大量生産システムの成果に

依存しなければならなくなっている｡衣食住のう

ち､ ｢家を作る｣ことが ｢家を買う｣ことに置き

換えられて久しいが ｢服を作る｣より｢服を買う｣

ことが都市にあっても地方にあっても当然のこと

として一般化しており､さまざまな食 事 サ ー ビ

ス乞7)によって ｢食事も買う｣時代にな りつ つ あ

る｡こうした衣食住の一切を市場で貨幣という対

価を支払いながら購入することが都市的生活様式

の第1の特徴であるが､それはまさに大量消費社

会の生活様式と言えよう｡

第2の特徴は､既述のように倉沢の定義では､
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非専門一専門､あるいは相互 扶助システムー専

門 ･分業システムという関係で捉えられ てい る

が､筆者の理解するところでは､これを地域内 ･

外の関係に置き換えることも可能と思えるOそれ

は､非専門家である住民が共同して問題解決にあ

たるような相互扶助システムは､ある程度自己完

結的な ｢自分たちの世界｣を前提にしているはず

であり､その意味で地域的な範囲をもっていると

思われるからである｡すなわち､村落的生活様式

が個人や家族内で処理できない問題を地域内で解
●●●●

決しようとするのに対して､地域外部の専門機関

に依存して解決していく生活の形態が都市的生活

様式と考えられる｡もちろん､この ｢地域｣とは

相対的概念で､山や川､鉄道 ･道路 ･行政区分で

隔てられた空間でも良いし､身内 ･よそ者の住む

境界で区切られた空間でも良い｡明確な境界線が

なくとも､文化 ･習慣 ･言葉 (方言)などの違い

で隔たりを感じる世界であったり､｢住み慣れた｣

土地､｢顔見知 りの人々の住む｣地域としての｢わ

がまち｣を意識するものであっても良い｡ここで

は地域範囲を特定することが目的なのではなく､

そうゆう｢自分たちの世界｣の存在を意識できる

かどうか､すなわち､直接的に協力して生活して

いる人々との関係が見える (感じる)28)地理的範

囲があるかどうかが重要なのである｡

このように整理してみると､倉沢のいう都市的

生活様式の2つの特徴は表裏一体のものであるこ

とが分かる｡自ら生産し消費する生活が失われた

ということは､人々が直接的に相互扶助しながら

生活する機会が大幅に減少したことを意味する｡

人々は､専業的な職業につき､その職業を通じて

不特定多数の人々に自らの労働の成果を提供し､

自らも不特定多数の人々の労働の成果から得られ

る製品やサービスを媒介として生活を成立させて

いる｡いわばデュルケ-ムのいう ｢有機的連帯｣

の関係であるが､この､自己と他人の不特定多数

のための労働の成果を媒介とした匿名的相互依存

生活こそ､倉沢の言う都市的生活様式の根源的な

意味であり､その意味で今日のわが国の現状はほ

ぼ例外なく都市的生活様式が普及した状況と言え

よう｡

そして､この状況を､ ｢自分たちの世界｣とい

う感覚 (すなわち地域意識)と結び付 け て地域

内･外関係として見ると､都市 (あるいは現代社

会)におけるコミュニティ崩壊の要因が一層明確

になる｡すなわち､生産 ･消費関係において生産

と消費のバランスを失ってもっぱら消費的になっ

た都市的生活様式においてほ､市場という外部の

メカニズムに依存した状態であるわけで､常に外

部の専門機関に依存した生活を行ってい るため

に､地域意識は無限に拡張して ｢世の中｣とする

か､その無限の拡張のなかで実感として相互扶助

的な地域の範囲を意識することができず消滅して

しまうのである29)O

そのことは､また､生活の時間的 ･空間的な分

断と結びついて､地域における生活を消滅させて

いる｡人々は専業的な職業に就くことによって勤

め先に ｢通勤｣することになり､生活時間の多く

を ｢職場｣という特定の空間で過ごすことになる

からである｡いわゆる職住の分離であるが､その

｢出稼ぎ｣の結果､地域に残されるのは老人 ･専

業主婦 ･子供に限られてしまっており､核家族化

と共稼ぎの増加で昼間は誰もいない家庭や地域も

増加している｡もちろん､現実に人の姿が見えな

くなるだけではない｡仕事とともに労働活動 ･社

会活動が地域から消滅して､家庭生活そのものが

｢寝る所｣｢暇な時間｣｢ごろ寝してテレビ｣のよ
うに狭められ空疎化して､結果的に地域から活気

が失われつつある｡

このように､生産 ･消費関係における分業化 ･

専業化によって､地域内･外関係における外部委

託が行われ､それに従い､地域意識が消滅してコ

ミュニティが崩壊していくわけ であ るが､分業

化 ･専業化による地域外部委託という第2の関係

は､生産 ･消費関係のみのことではない｡倉沢の

｢第2の､より重要なポイント｣という指摘 もあ

るが､その意味で､(すなまっち､外部委託 とい う

ことが一層広い社会関係に及んでいるという意味

で)この地域内 ･外関係は､都市的生活様式を特

徴づける重要な関係と言えよう｡

たとえば､ ｢働く親の姿が子供たちの前から消

えて久しい ｣30)と言われるが､ 子供たちの姿も地

域の生活から見えにくくなっている｡日本の現状

では､どこに住もうと､学齢期に達した子供 は

｢学校｣という教育専門機関にかよあせることに

なっており､子供たちは少なくとも10年近く､家
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庭や地域の共同生活から分断されて特定の時間を

専門的施設である学校で過ごすことに な ってい

る｡さらに､受験競争の激化と学習塾 ･進学塾の

浸透は､この ｢囲い込み｣時間を増大させ､ ｢受

験勉強｣を第1とする考え方が､地域生活 ･地域

行事から子供たちを遠ざけている｡

加えて､子供たちの成長の結果 (教育の成果)

は､地域と若者の一層の分断をまねいている｡す

なわち､現代の高等教育機関は､専門職業的知識

を教授することによって多くの若者を地域から切

り離していると言えよう｡

こうしたことは､教育の分野だけのことではな

い｡病院出産が一般化し､高度に発達した医療サ

-ビスが受けられるようになった現代社会では､

家庭や地域の中で ｢生まれ､病み､亡くなる｣と

いうことが少なくなりつつある｡福祉の分野でも

福祉施設を利用したり専門機関による介護サービ

スを受けるケースが増えてきており､ここでも家

庭や地域の中で解決しようとする (倉沢の言う)

｢村落的生活様式｣は崩壊しつつある｡さらに､

かつては地域内の一大行事であった結婚や葬儀な

どの冠婚葬祭も､地域外部の専門業者であるホテ

ル ･結婚式場 ･葬儀サービス業によって､代替さ

れつつある｡

これまで地域内･外関係を中心に見たが､これ

を唐津の ｢生活包括集団｣としてのコミュニティ

概念を参考に3つの特徴で見てみると､①地域と

の繋がりだけでなく､②集団との繋がり､③行動

規範との繋がりも変化していることが一層明確に

なる｡

すなわち､第2の集団との繋がりで言えば､地

域がなくなるのであるから､1つの地域集団-の

帰属が消滅して､多重な地域外集団-の帰属が可

能になる｡ また､直接 ｢見える｣｢感じる｣相互

扶助の範囲がなくなるために一次的 ･人格的な関

係が薄れて､2次的でたとえば ｢功利的な関係｣

｢最小限のおつきあい｣｢年賀状をやり取 りするだ

け｣のように部分的な人間関係が生じてくる｡あ

るいは ｢名前だけの会員｣のように､形式的に集

団に所属する場合もあろう｡こうした繋 が りは

｢匿名的な繋がり｣と呼ぶこともできよう｡

同様に､第3の行動規範との繋がりにおいて

も､同じ地域で共同生活を営むための規範がなく
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表2 村落的生活様式と都市的生活様式 (その2)

村落的生活様可 都市的生活様式

地域との繋がり 地域意識の存在

連続的な生活時
間･空間

地域意識の消滅

分断された生活時
間･空間

集団との繋がり

行動規範との繋
がり

1つの地域集団
への帰属

1次的･人格的
繋がり

多重な地域外集団
への帰属

2次的･匿名的繋
がり

同質的･単一性

継承的･安定的

(普通･不変)

異質的･多様性

一時的･不安定

(多様･変化)

(唐津のコミュニティ定義を参考に井原が作表)

なるわけだから､生活の一部で一時的に必要な行

動規範に従えば､その他は画一的で最小限の規範

を守るだけで良くなる｡たとえば､役職や地位に

相応しい行動と組織を離れたときの行動､あるい

は､制服を着ているときの行動と普段着でいると

きの行動に差異が生じていても､それが法に触れ

ない限り決して非常識とは言えなくな りつつ あ

るOコミュニティが崩壊し､同一のものが永く継

承される (普遍 ･不変の)安定的価値観 が消滅

し､異質なものが絶えず変化す る (多様 ･変化

の)流動的な価値観に左右されると､人々は､多

面的な人格を演じたり､他人に対して無関心にな

ったり､さらに内的な行動基準を失ってアノミー

的精神状態に置かれることが多い｡

以上の論点を改めて整理したのが表2であ る

が､ここで､この両者の対比を村落的生活様式と

都市的生活様式としたのほ､あくまで便宜的なも

のに過ぎない｡それは､両者を区分する原因が表1

で示したような生産 ･消費関係の変化と地域内 ･

外関係の変化 (専業化 ･分業化による地域意識の

消滅)に起因すると考えられ､それらの相違を倉

沢の定義に従って村落的生活様式と都市的生活様

式と表現したからである｡しかし､その結果とし

て見られる表 2のような2つの生活様式 の違 い●●●■
は､村落と都市という地域格差の問題ではなく､●●●●
産業社会の到来によって生じた時代格差の問題と

言って良いだろうOすなわち､村落的一都市的と
■●●●●●

いう分け方は､いわば過去における村落の生活様
●■●■

式をモデルとし､それを現代社会の都市に典型的

- 7-



180 長野大学紀要 第16巻第4号 1995

な生活様式と比較したに過ぎないO (もちろん､

都市的生活様式には､さまざまな類型があり81)､

地域 ･集団 ･規範の面からのみ把握できるもので

はないので､その意味でも図2は便宜的な整理と

言える｡)

このように､現代社会においてほ､都市 ･農村

に限らず､社会の全般的な都市化あるいは都市的

生活様式の一般化が顕著になりつつある｡いうま

でもなく､ ｢ゆたかな社会｣の実情､すなわち多

様で高品質の製品が手軽に安価に入手 で きる と

か､便利で行き届いたサービスが迅速に受けられ

るといった生活の内実は､コミュニティ内で自己

完結的に処理できた事柄を､市場などのメカニズ

ムを通じて､外部の専 門機 関 (アソシエーショ

ン)に委託した見返りにはかならない｡そして､

この生産 ･消費関係における消費-の傾斜｣ある

いは地域内 ･外関係における外部化は､個人や個

々の家庭の生活を､村落共同体的な束縛から解放

したかも知れないが､しかし､それは必ずしも真

の自立32)を意味することにはならないO人々の生

活は､社会的にもっとスケールの大きな外部メカ

ニズムに一層の依存するようになり､それが個人

や家族の ｢地域 ･集団 ･規範｣からの単独化に繋

がり､コミュニティの消減を促しているように思

える｡このように現代社会が全般的に都市化し､

都市的生活様式が普遍化する状況にあって､多く

の社会学者が指摘するように､ ｢都市におけるコ

ミュニティの問題｣は極めて重要な課題を内包す

るようになりつつあると言えよう.

3.行政とコミュニティ

コミュニティの実体概念は､アメリカ合衆国の

植民地当時の開拓者集住地区の共同生活にもとめ

ることができる88)｡ ｢植民地時代のアメ1)カに上

陸し､開拓に従事した人々は､外敵 ･野獣から家

族 ･家畜を守るために園地を作り､集任した｡そ

こは､行政 ･商業の中心である町から遠く離れ､

時々行商人が訪れるだけの孤立した地域である｡｣

そこには互助組織があり､ ｢問題が起きれば､園

地の集落の四辻にある教会に仕事を終えた夜分に

集まって､ロウソクの灯のもとに額を寄せて､同

等の資格で､平等の発言権のもとに､各々の意見

を述べて､最善の方策を探るタウン･ミーティン

グを行った｣と言われる84)｡

しかし､これらのコミュニティも､やがて代議

員が選出され国家や地方自治体のもとに多くを解

決する政治システムと納税の見返りにフルタイム

の行政担当者が公共サービスを捷供する行政シス

テムに組み込まれていく｡もちろん､ 概念 的 に

は､マッキーヴァ-がいうように､これら国家や

行政体というアソシエーションは､ ｢コミュニテ

ィの器官｣ではあるが､ ｢ひとたび国家が確立さ

れると､国家は時には制限や抑圧の権 力に よっ

て､他のすべての社会意志の発現を支配す る｣35)

こともあるし､ ｢アソシエーシEンの一般的方策

を決定するものは決して全体ではなく､ほとんど

の場合､ 多数者である｣36)ように､ こうしたアソ

シエーションは必ずしもコミュニティの意志を反

映せずに､コミュニティの外にあってコミュニテ

ィの意志と対立することもある｡より実態的に見

ると､現実の生活のなかでは ｢ロウソクの灯のも

とに額を寄せて｣討議するタウンミーティングの

ようなコミュニティの原風景はすでにほとんど消

滅しており､政治 ･行政システムの拡大は､コミ

ュニティの自治能力の低下を通じて､あたかもそ

の中にコミュニティを包括するような状況を作り

だしている｡

ここに行政とコミュニティの一つの矛盾が内在

しているO行政は国家や自治体という､広範囲な

場所を対象としているのに対し､コミュニティが

｢地域｣という比較的狭い場所に限定されるとい

う点で物理的に行政がコミュニティを包括して､

あたかも全体から部分を見ているようにコミュニ

ティ行政にあたる (行政>コミュニティ)の関係

が出来上がる｡ところが､行政サービスという棟

能面から見ると､行政はアソシエーションとして

しか機能しないわけだから､生活全般にわたって

全体的社会関係をもつコミュニティに対しては､

部分的にしか関与 しえない (行政<コミュニテ

ィ)という関係が成 り立つ｡筆者の参加した研究

会では､都民の代表委員から ｢金太郎飴的な行政

がどの地域でも見られ､地域の特徴が生 かせ な

い｣という発言があったが､全体意志を反映する

行政は､常にコミュニティの外部から見 るため

に､画一的なサービスしか提供できず､それがコ

ミュニティからみると一面的となってしまうので
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(井原作図)

図2 コミュニティスペース (コミュニティ領域)

の位置づけ

ある｡

たとえば､コミュニティは､図2の模式に示す

ようにパブリック･スペース(あるいは公的領域)

とプライベート･スペース (私的領域)の中間に

位置する空間/領域 (コミュニティ･スペース/

コミュニティ簡域)をもっているものである｡

コミュニティは､全く見ず知らずの人々と ｢よ
おおやけ

そ行き｣の気構えで接する 公 (パブ リック)の

場所ではないが､同様に､家庭のように本当に身
わたし

近な人間同士が作る私 (プライベート)の空間で

もない｡いわば､慣れ親しんだ地域に住む人々と

｢ふだん着｣の気分で付き合えるような地域的な

広がりをもっているもので､この中間的空間をコ

ミュニティスペースと呼ぶことが で き よ う.普

た､それは､物理的空間ばかりを指すわけではな

い｡たとえば､法律や規則に基づいて事務的に処

理する世界を公的領域 とし､愛情 (夫婦)･血縁

(親子)などで結ばれている世界を私的領域とす

ると､コミュニティはその両者の中間的領域をも

っているものである｡伝承された地域内規範のよ

うな柔らかなルールと ｢○○さんだから｣という

顔見知りの関係がつくる相互扶助の領域とも言え

るもので､この領域をコミュニティ領域と呼ぶこ

とができよう｡

こうした点から見ると､現代の都市生活におい

ては､この中間的な空間が消滅しつつあり､人々

は､仕事でパブリックスペースに出かけるか､休

息のためにプライベートスペースに閉じ篭る傾向

にあり､仕事以外の余暇時間ですらレジャーやシ

ョッピングという形で商業主義的にアレンジされ

た ｢よそ行き｣の空間で過ごすことが多く､日常

生活の延長としての中間的な生活空間が希薄にな

りつつある｡そこで､この中間的なコミュニティ

181

スペースの再構築が必要であり､ ｢自分の家の延

長として､しかも自分の家でできないことが実現

できる｣場を作り上げるようにしなければならな

い｡

ところが､行政はあくまでアソシエーションで

あるため､公的領域からデスクワークとしてコミ

ュニティ行政にあたることになり､作られる公的

集会施設は､公民館､スポ-ツ施設､図書館､福

祉施設といった部分的なものになりがちであり､

本来なら老人も子供も利用できるような施設であ

るべきなのに､児童館､老人会館のように対象者

を絞って ｢囲い込む｣結果になってしまいがちで

ある｡また､作られるコミュニティ施設は､ ｢行

政｣というパブリックな立場から考えられたもの

であるため､--ドとしての設計は､パブリック

スペース的でデザインも堅苦しく､規模を誇るだ

けの冷たいコンクリートのかたまりになってしま

うことが多い｡運営などのソフト面でも､公的生

活の領域で考えられるために､寛ぎの場所である

べき施設で ｢周囲に迷惑をかけない｣規則や責任

が押しつけられて ｢自分の家の延長｣というイメ

ージからは程遠いものとなりがちである｡利用時

間は行政側のパブリックな勤務時間内に限られ地

域住民にとって本当に利用したい夜間や週末は利

用できないとか､利用手続きや職員の対応が事務

的であったりする｡

因みに､平成4年に東京都が調査した ｢公的集

会施設の不満な点｣87)によると､｢利用手続きが面

倒｣が最も多く､ (設備面の不満を除くと)開館

時間に関する不満､職員の対応に対する不満の順

に続く｡何か月も前から利用申請を出さなくては

ならない､ (施設が空いているのに)利用回数や

利用時間が限定される､抽選のために窓口まで出

向かなければならない､何事も文書主義で待ち時

間が長い､受付窓口などで不親切で高圧的な態度

が見られる､などである｡

もちろん､このような背景には､行政の管理 ･

教条主義､前例を踏襲する保守的安全主義､予算

主義あるいは予算消化的な運営､隣の自治体でや

っているからという横並び意識など官僚的組織の

弊害から生じているものも含まれるであろうが､

筆者が､コミュニティ研究会を通じて行政担当者

からヒアリングしたところによると各担当者はそ
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れぞれの立場で最大限の努力をしていると言って

良い｡三鷹市の担当者は,狭くて高い都会の土地

を有効利用して､予算と時間と住民の要求 の中

で､より良い施設を作り運営していこうと考え､

開館時間も夜間まで延長して利用規則も簡素化し

たが､夜間にバンド演奏が周囲に漏れて逆に苦情

処理に苦労した､という｡

行政担当者は最大限の努力をしているのに住民

にとってほ使いにくい施設や運営になってしまう

のは､行政側はあくまで ｢仕事｣として ｢管理 ･

運営｣にあたり､住民からの要求 は ｢処理 ･調

整｣するものだからである｡また､そ の施設 は

｢担当する施設｣ではあっても自ら住民として使

うのではないため ｢自分の施設には成りえない｣｡

他方､住民の側からすると､その施設は ｢作られ

た行政の施設｣であり､規則や手続き方法は ｢決

められたもの｣でしかない｡施設建設や運営につ

いては住民参加の方法があるが､その場合ですら

｢行政から預かった｣施設となってしまい､ここ

でも ｢自分の施設に成りえない｣という状況があ

る｡これは､既述のように､コミュニティ施設が

パブ1)ック･スペース (公的領域)とプライベー

ト･スペース (私的領域)の中間的な空間 (ある

いは領域)にあるにもかかわらず､行政がこれを

建設し管理 ･運営しなければならないという難し

さにある｡

行政のこうした限界を端的に表現してい るの

は､本来中間的な空間であるはずのコミュニティ●●
施設を行政は､ ｢公的集会施設｣としか位置づけ

ることが出来ないという点である｡火の不始末が

あれば､ ｢責任｣をとらねばならないのが行政で

ある｡料金も ｢無料｣を原則とするのほ､｢公平｣

の原則があるからである｡ ｢中立｣の原則も同様●●
である｡たとえば､どの公的集会施設 にあって

も､｢政治 ･宗教 ･営利｣に施設が利用されること

には慎重であるが､それはその施設はあくまで公

的な場として位置づけているからである｡極端な

話､地域の人々が集 う場合でも､それが ｢クリス

マス会｣と称する場合､宗教的な意味を問うのが

行政の本来のやり方であり､ リサイクルのための

不用品バザーでもその販売の目的と利益配分の行

方を確かめるのが行政の立場である｡そして､そ

の狭間に立って､いつも難しい判断に悩むのは､

他ならぬ行政の最先端にいる担当者と言えよう｡

この点を表1で整理した､①生産 ･消費関係､

②地域内･外関係で見ると､行政サービスは主に､

①の生産 ･消費関係ではなく②の地域内 ･外関係

で表されるという特徴がある｡すなわち､コミュ

ニティ側から言えば､地域内で処理していた事柄

を行政という外部の専門機関に委託して処理する

というかたちであり､それを行政の立場から見る

と､パブリック･スペース(公的領域)からコミュ

ニティにアプローチすることになる｡ところが､

これが(丑の生産 ･消費関係のように市場を通じて

購買する関係でないために､上記で見たような､

｢公平｣｢無料｣｢中立｣といった原則に繋がって
しまうのであり､それがコミュニティの問題解決

能力に徽妙な影響を及ぼしているように思える｡

市場を通じた購買の関係ならば､受けるサービ

スが対価に見合うものか即座に判断できるし､必

要ないもの (あるいは高価と思われるもの)は止

めることができる｡当然､市場には競争があり､

購買する側からすれば選択の幅があるoLかし､

行政サービスを受ける場合は､ ｢適度｣なサービ

スで中止したり､ ｢最適｣なサービスを捜すこと

が難しいだけでなく､納税者の権利意識も手伝っ

て不必要にサービスを求めていく可能性がある｡

ここに行政の肥大化とコミュニティの弱体化の問

題が生じる一因があるのではないだろうか｡

たとえば､蓮見音彦 (1993)は､幼児の保育や

高齢者の介護といった生活上の必要を公共サービ

スに委ねるとその依存が一般化し､いったん保育

所などの施設や介護サービスを ｢利用する形で生

活のパターンを作り上げると､それらの利用を欠

いて生活を維持していくことは困難なものと｣な

り､ ｢その結果徐々に家族は家族機能を縮小し､

公共サ-ビスを当然に前提することなしには生活

を維持していくことができないものとな ってい

く｡｣ と述べている88)｡ そこにはコミュニティ行

政の拡充と､その結果生じる公共サービスの肥大

化と家庭やコミュニティの弱体化､というジレン

マが端的に表されている｡実際の日常生活を振 り

返っても､道に水たまりや穴が出来た場合､近所

の人々が集まって一緒になって手直しす る よ り

も､たいていの場合､電話で行政当局に補修を依

療する方が一般的になっているはずである｡
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このように行政とコミュニティの間には困難が

課題が内包されている｡コミュニティの重要性が

繰 り返し強調されながら､それが形だけの掛け声

になってしまったり､選挙のための政策であった

り､スローガン的にとらえられる89)ことが多いの

は､現実の問題としてそれと取 り組むと､矛盾が

次々と生じてくるからでもある｡

しかし､コミュニティの問題は､とりわけ地方

行政にとってほ､その根幹を左右する問題を含ん

でいる｡なぜならば､もしコミュニティが地域に

密着して存在しないならば､そこには地方行政を

必要とする基盤がないことになり､地方行政は単

なる国家の従属検閲になってしまうからである｡

マヅキーヴァ-が ｢あらゆるアソシエ ー ション

は､アソシエーションの意志に発行し､それより

もより基礎的な社会意志によって創造され､維持

される｣40)と述べているように､ 行政は厳密には

コミュニティの存在を前提にしてはじめて成立す

るのである｡

このように､内的矛盾を含みながら､それと真

剣に取 り組んでいかなければならないのが､行政

とコミュニティの関係であり､ここにコミュニテ

ィの問題の重要性があるといえようO以上､概観

した都市化とコミュニティ､あるいは行政とコミ

ュニティの問題の重要性を踏まえながら､東京都

の具体的な取り組みについて述べてみたい｡

4.東京都におけるコミュニティ行政の
現状

コミュニティ行政は､広義の意味では､地域住

民が安心Lで匪適に暮らせる ｢生活環境の整備｣

に関わる行政も含まれる｡それは､-たとえば､

警察 ･消防などの治安､医療 ･保健衛生､下水 ･

排水 ･廃棄物の処理､住宅の供給､道路 ･交通手

段の整備､学校などの教育棟閑の充実､体育 ･文

化振興､福祉施設 ･サ-ビスの充実､こうした諸

機能を含めた都市計画など一広範囲かつ多岐にわ

たるが､こうしたインフラストラクチュア関連の

行政は､コミュニティ形成のための前提条件であ

る基礎的環境の整備を主に担当するものであり､

その上で､行政は､コミュニティ形成を一層横極

的に支援する仕事を行っている｡それは､地域の

活動を促進する場や人的交流の場を提供すること

183

であり､具体的には-コミュニティ施設の整備､

行事 ･祭 り･催し物の支援､人的交流を促進する

コミュニティ活動やネットワーク･情報 網 の支

援 ･育成､ ｢つなげ屋｣的な役割を果たすコミュ

ニティ･リ-ダーの養成､ ｢わが町｣と呼べるよ

うな町づくりの支援-などである｡これらの行政

は､前者を広義のコミュニティ行政とすると､狭

義のコミュニティ行政と呼ぶべきもので あろ う

が､本論においてほ､この後者の行政を ｢コミュ

ニティ行政｣として､概観していきたい｡

東京都では､既述の通 り｢マイタウン構想｣を

重要な政策の一つとして掲げているが､マイタウ

ン構想を実施していくために毎年だされ てい る

｢東京都総合実施計画｣によると､①多様なコミ

ュニティ活動を支援し､豊かな地域社会を実現す

る｡②地域活動の需要に対応したコミュニティ施

設を確保する｡③人びとの参加とふれあいに支え

られた地域社会形成のため､コミュニティを考え

たまちづくりを推進するなど41)を長期目標にかか

げ､図3に示すようTi:施策を行っているo

こうした東京都のコミュニティ行政の取 り纏め

を行っているのほ､生活文化局であるが､平成6

年版の生活文化局事業概要によると､ ｢東京都は

地域の活性化を図るために､コミュニティ活動を

より一層活発化する必要があると考え､コミュニ

ティ行政の推進において､<人材の育成>として

コミュニティ･リ-ダーの養成､<施設の整備>

としてコミュニティ･センター建設費助成､<情

報の提供>として<ゆりかもめ>42)の発行等各種

施策を展開している43)｡｣となっている.

しかし､東京都は約1,200万人の人口を抱える

｢超｣広域行政体であるため､住民の生活に直結

した具体的なコミュニティ行政は区市町村が主体

とならざるを得ず44)､東京都 (生活文化局)は､

①東京都コミュニティ･文化行政推進会議設置要

綱など45)を根拠法令とした企画調整事業､②コミ

ュニティ行政に関する広報誌である｢ゆりかもめ｣

の発行などを通じた普及啓発事業､③外部のシン

クタンクなどを活用したコミュニティ関連 の調

査 ･研究､④市町村の建設するコミュニティ･ス

ポーツ･レク1)エーショソ施設の建設助成 (詳細

は後述)､(参養成講座や経験交流集会の企画 ･実

施を通じたコミュニティ･1)-ダーの養成など46)
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-コミュニティ活動への支援-

一都政情報センターの充実･･･---- -.････情報連絡室

-コミュニティ･カレッジ構想の推進--･-･教育庁 (教育委員会)

-とみん情報システムの充実･.･･･---･･･････.情報連絡室

一地域情報化の推造=‥----･--･‥‥--･･情報連絡室

-ボランティア活動の推連--=---- ･--･福祉局

-コミュニティ･リーダーの養成‥=-･-･･-生活文化局

--生活文化局

- ミユニティ施設の確保1 =…;三三三二讐 冨警 霊霊完 表蒜 .生活文化局

コミュニティを考えた
まちづくり

一魅力ある商店街づくり- - ･-.･--････-･.･･労働経済局

一福祉のまちづくりの推進-- - --福祉局

一外国人にも暮らしやすいまちづくり-･--生活文化局国際部

一都民交流の場の充実- 亡霊霊冨覧三三二7;三害悪富.:-.I.二:I.1.:II◆‥…胡 文化局---生活文化局

｢東京都総合実施計画'93｣(東京都資料)p.316の図に筆者が主担当部署を加えて作成

図3 東京都コミュ=ティ関連施策の体系

を主に行っているというのが現状である｡

このうち､生活文化局の行っている企画調整事

業は､(1)知事 ･副知事 ･庁議構成局長などで構成

される東京都コミュニティ･文化行政推進会議や

東京都および区市町村のコミュニティ･文化行政

担当課長らが出席する都 ･区市 町 村 コミュニテ

ィ･文化行政連絡会議の開催を通じて､コミュニ

ティ行政について関連部署等の意志疎通をはかる

こと､(p)職員の意識の高揚と啓発を図るため､学

識経験者等の参加を得て､文化行政シンポジウム

を開催すること､(･l)コミュニティ問題研究会を通

じてコミュニティ行政のあり方などを検討するこ

とである｡因みに筆者が参加したのがこのコミュ

ニティ問題研究会である｡

以上が東京都におけるコミュニティ行政の概観

であるが､このうち､都民の生活に直結するもの

として市町村が建設するコミュニティ･スポーツ

レク1)エーション施設の建設費助成があげられる

ので､これについて､やや詳しく概況を述べてみ

たい｡また､コミュニティ問題研究会でもたびた

び取 り上げられた､情報化 ･高齢化 ･国際化など

に対する行政の対応などについて､その内容と課

題を要約して整理してみたい｡

1)コミュニティ施設の建設費補助

東京都は､--ドの行政施策として､コミュニ

ティの形成 ･発展を支援していくために､ ｢コミ

ュニティ形成の中核となるとともに､地域住民が

行う各種のコミュニティ活動の拠点となる｣施設

をコミュニティ施設と定義し､それをさらにコミ

ュニティ主施設 (コミュニティ･センター､公会

堂､ 公民館など多目的コミュニティ施設)､ コミ

ュニティ併設施設 (コミュニティ主施設に消費セ

ンター､図書館など単一目的コミュニティ施設を

併設した施設)及びスポーツ･レクリエーション

施設 (体育館､プールなど)に分けて､市町村が

こうした施設を建設する際にその建設費の一部を

補助してきた47)｡その結果､その補助実績は､制

度が発足した昭和56年度以来､対象件数で712ヶ

所､補助金の累積総額で約 124億 5千万円に達し

ており､市町村によって多少のバラツキはあるも

のの､全体としてほ､昭和57年に一応の基準とし

た1中学校区に3ヶ所のコミュニティ施設を建設

するという当初の目標に近づきつつある｡

しかし､中身をみると十分とは言いがたい現状

が明らかになってくる｡まず､現在の ｢1中学校

区に3ヶ所の公的集会施設の設置｣という設置基

準が必ずしも適当でないことは明らかになりつつ

ある｡ ｢1中学校区に3ヶ所の公的集会施設の設

置｣という設置基準は､1中学校区に2-3の小

学校区を合わせていることを考えれば､ 1小学校

区に少なくとも1つの公的集会施設が必要という

基準48)に読み変えられる｡ところが､現在では､

学齢人口の急激な減少や都心の ドーナッツ化現象

によって小学校の統廃合が進んでおり､ ｢歩いて
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いける地域密着型｣の施設という観点からも､こ

れまでの基準の見直しが必要とな ってい る｡ま

た､東京都は､各地で再開発や道路の整備が進ん

でおり､大きなビルや道路が生活地域 (コミュニ

ティの範囲)を変えており､旧来の中学校区によ

る基準のままでは､実態に即したコミュニティ施

設の設置や適切な配置が行われない可能性があ

る49)｡

また､対象となる施設の定義や制度の運用につ

いても､さまざまな問題が指摘できる｡東京都で

は､これまでもコミュニティ施設及びスポ-ツレ

クリエーション施設建設費補助要綱に基づきなが

らこれを弾力的に運用してきたOたとえば､コミ

ュニティ主施設は､要綱ではおおむね330平方メ

ートルとされているが､土地価格の高騰や用地確

保の難しさを考慮して､ 330平方メートル以下で

も認めてきたし､補助対象となる ｢建設｣につい

ても､新築だけではなく､増築､改築､改修､ま

たは買収も対象としてきた｡

しかし､最近は対象施設の範囲が拡 大 してお

り､今後はさらに柔軟で弾力的な運用 が望 まれ

る｡たとえば､住民のコミュニティ施設に対する

ニーズが多様化しており､ (これまでコミュニテ

ィ施設として認められ てい なかった)ギャラリ

ー､博物館など新しい種煩の施設に対する建設要

望がある｡また､複合施設の増加により､コミュ

ニティ施設の範囲の確定 (線引き)が困難になっ

てきており､女性センターなどコミュニティ併施

設の拡大要望もあるoLたがって､現 在 の よ う

に､併設施設の一部をコミュニティ施設とするの

ではなく､融合施設そのものを補助対象としてい

く必要がある｡

さらに､どのような施設をコミュニティ施設と

するかに関して､国や他府県と比較すると､東京

都の認めていない施設を他府県がコミュニティ施

設としている例もある｡ (添付の東京都生活文化

局作成の資料を参照方)たとえば､東京都では交

通関係施設とされている歩行者 専用道 路 (線歩

追)もベンチや休憩所の設置でコミュニティの憩

いの場とすることもできるし､文化施設となって

いる郷土資料館､保健施設である健康センター､

社会福祉施設である老人ホーム､などもコミュニ

ティ施設として位置づけることができると思われ

185

る｡

次に､制度が発足した昭和56年度以来､補助額

は一件あたり5千万円を超えないものとなってお

り､その限度額が据え置かれている｡しかし､こ

の間､地価､建設費等が大幅に値上が りしてお

り､市長会､町村会長等からは限度額の増額要望

が出されている50)0

2)情報化への対応と情報システム ｢とみんず｣

第2期コミュニティ問題研究会では､ ｢コミュ

ニティと情報｣というテーマのもとにコミュニテ

ィ行政に関する情報化の現状と課題について検討

し､①情報の果たす役割がコミュニティ･アイデ

ンティティ (地域についての共通のイメ-ジ､価

値観､居住者同士のコンセンサスなど)の形成の

ために大きいこと､②住民のニーズの把握や行政

の情報提供などコミュニティの形成 ･発展に､印

刷 ･電波 ･施設媒体等のコミュニティ･メディア

が､大きな役割を担っていること､(9コミュニテ

ィ情報 (生活に必要な事柄の大半を地域内で充足

するための情報)は生活を豊かにするばかりでな

く､地域に共通する事柄への関心を高め､人々の

接触の機会を増大させて､パーソナル ･ネットワ

ーキングを拡充しながらコミュニティの形成 ･発

展に貢献すること等が主張された｡

そこで､コミュニティ情報が豊富にス トックさ

れ､居住者が必要な情報を容易に取得できるよう

なシステムの構築が必要であり､①行政側のコミ

ュニティ関連情報や生活などに必要なコミュニテ

ィ情報を加えたコミュニティ･データベースを構

築してコミュニティ施設などに設置すること､②

自治体､民間媒体､住民のそれぞれにス トックさ

れている情報を必要に応じて取得しうるように､

諸媒体のネットワーク化を推進すること､③コミ

ュニティ施設には居住者やコミュニティ･リーダ

ーに適時適切な助言を行い､また､行政機関にも

照会 ･連絡を行えるコミュニティ･ア ドバイザー

が置かれていること､④コミュニティ･1)-ダ-

の育成などのためコミュニティ研究センターを設

置すること､が具体的に提言された｡

こうした提言を受けて､東京都では ｢都庁舎の

中央コンピュータと都庁 LANや専用回線を通じ

てネットワークされた情報端末を利用して､都民

や職員が必要な情報を気軽に迅速に､検索するこ
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とができる情報提供システムである｣51)と衣ん情

報システム (愛称 ｢とみんず｣)を構築している｡

ところが､これを､コミュニティの観点から見

直すと､必ずしも①必要な情報を②気軽に③迅速

に検索できるという､システム構築の主旨通りに

は出来ていないのが実情である｡

まず､ ｢必要な情報｣という点では､現在提供

している情報が施設ガイ ド､催し物 ･講座情報な

ど公共情報が中心で､それも内容のあ ま りない

｢案内情報｣であるため､利用者にとっては ｢知

りたい情報がない｣のが実情である｡本来のコミ

ュニティ情報は､地域に密着した生活関連情報で

あり､どこの歯医者が評判が良いといった ｢有色

情報｣であることを考慮すると､｢とみんず｣が､

区市町村レベルのさらに小さな地域ごとのコンピ

ュータ･ネットワークと連結されていくことが望

ましいが､現状では区市町村レベルのコンピュー

タ･ネットワークとの接続は行われていない5宅).

たとえば､板橋区では区独自でBBS｢ヒューネ
ットいたばし｣というコンピュータ･ネットワー

クを平成3年より開局し､公衆端末が区役所､出

張所､コミュニティ施設など29ヶ所に設置されて

いる他､区民に通信機器を無料で貸し出すモニタ

ー制度や自宅のコンピュータからも電話回線を通

じて24時間アクセス可能なシステム作りを行って

いる.生涯学習情報､区刊行物ガイド､ニュース

速報､地域 ･レジャー情報､健康 ･医療情報など

のデータベースもあり､ 現在､1,200人のユーザ

ー会員がいて1か月あたり6,000件の利用がある

と言われている58).

しかし､こうした区市町村レベルのコンピュー

タ･ネットワークと東京都のネットワークである

｢とみんず｣は接続されておらず､現実に知りた

い ｢身近な情報｣を得ることは難しいのが現状で

ある｡

第2に､ ｢気軽に｣という点から見ると､まず

は端末の数が絶対的に少ないことが ｢とみんず｣

を気軽に利用する上で支障になっているO現在約

150台の端末が稼働中であるが､ その内､ 都庁外

にある端末はわずか70台程度で東京都の人口に鑑

みて極めて不十分な状態であるO加えて､その多

くが出張所などの施設内にあり､気軽に使える町

中の端末としては､ ｢とみんず｣広場として新宿

駅構内に見られる程度である｡また､コンピュー

タ･アレルギーを排除して ｢とみんず｣を気軽に

利用してもらうためにも､システムの操作上の説

明をしたり､システムで検索した ｢案内情報｣に

追加的な意味づけをすることのできる相談員を配

置することが望ましいが､そうした配慮はなされ

ていない.さらに､板橋区のBBS｢ヒューネット
いたはし｣の場合では一般の家庭のコンピュータ

からも電話回線を通じてアクセス可能であるが､

｢とみんず｣の場合は､設置された専用端末から

しか利用できない状態であり､こうしたシステム

上の問題もアクセス･ポイントの制約につながっ

ている54)O

第3に, ｢迅速に｣という点から見ると､現在

のシステムは､メニュー方式であるため､大項目

から小項目へ順次ファイルを開いていかなければ

ならず､目的の情報に到達するまでに数多くの操

作を繰り返す必要があり､必ずしも迅速な検索が

できない状態にある｡単刀直入に ｢この情報が欲

しい｣という要求に対して迅速に対応できるよう

なソフトの開発が必要であり､現在の ｢タッチパ

ネル｣方式以外に音声対応やペソ入力など新しい

技術の導入も積極的に検討されるべきであろう｡

さらに､ ｢とみんず｣は､行政の用意したデータ

ベースを検索して引き出すだけのシステムである

ので､電子掲示板や電子会議室-の自由な書き込

みができないため､利用者相互の自由な情報交換

が行えない現状である55)0

3)国際化への対応

東京都では､在京外国人､海外諸都市､都民と

いう対象別に､ ｢外国人も暮らしやすいまちづく

り｣､｢世界に貢献する東京づくり｣､｢都民の国際

性を育む環境づくり｣の3つの分野を設定して体

系化を図っている｡

たとえば､｢外国人も暮らしやすいまちづくり｣

においては､｢iマーク窓口｣の設置やCATVな
どによる情報提供､ローマ字併記や絵表示サイン

によるまちの表示の改善､外国人相談窓口のネッ

トワーク化などが推進されており､ ｢世界に貢献

する東京づくり｣においては､姉妹 ･友好都市と

の交流拡充､世界大都市サミットなど国際会議の

企画や参加などが推進されている｡｢都民の国際
性を育む環境づくり｣においては､市民交流の促
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進､国際高校の設立など国際的な教育の拡充､海

外帰国子女の積極的受け入れなどが進められてい

る56)｡
しかし､コミュニティの観点からみると､国際

化-の対応が十分とは言いがたい現状である｡東

京都には､六本木 ･広尾といった高所得の欧米系

外国人が住む高級マンション衝､中国人 ･フィリ

ピン人などが集まる新宿歌舞伎町に代表される風

俗繁華街､アジア系留学生などが住む池袋周辺の

下宿衝､羽村市などペルー･ブラジルなどから来

た日系人の工場労働者が多い地域など､さまざま

な形で外国人の多い町が形成されているが､その

生活実態については必ずしも十分な調査がなされ

ていない｡

このうち､東池袋4･5丁目 (旧日出町)につ

いては､奥田道大が何度かフィールド調査を行っ

ている｡奥田によると､この地域のように ｢とり

たてて "外国人"ということで意識することなく

コミュニティの一員として自然に受け入れ｣57)る

ことができるのは､この旧日出町一帯が､木賃ア

パートが密集した住民の出入りの多い地域で､高

度成長期に地方出身者の ｢旅宿｣｢寄り合い所帯｣
として機能してきた歴史があるから､という｡ま

た､奥田は､こうした歴史的背景を指摘 しなが

ら､(丑人々が､外国人に対して比較的好意的印象

をもっていること､(参プライバシーと匿名性を守

りながら ｢いざというときには助け合う｡何かあ

ると心配してくれる｡火事､病気の時には助けて

くれる｣関係が維持されていること､さらに､③

銭湯､安い食堂､飲み屋､質屋､診療所など単身

者用の生活手段が整っていることなど58)について

触れている｡

しかし､都内全般から見ると､ ｢住み合い｣あ

るいは ｢共住｣が実現している例はごく僅かで､

ほとんどの地域で外国人は未知の住人 (得たいの

知れない人)としてコミュニティのア ウ トサ イ

ダーになっているのが実情であるO平成元年度

(1989年度)の板橋区 ･区民意識意向調査による

と､板橋区では ｢まちで外国人を見 かけ る｣が

47.9%と住民の約半数になっているが､このよう

に地域で外国人と接する機会の比較的多い板橋区

ですら､ ｢外国人と交流をもちたい｣と答えた人

は､区全体で12.2%に過ぎず､ ｢交流をもちたく

187

ない｣と答えた住民は､それを上回る17.0%に達

している59)｡

加えて､最近は､外国人との接触が増えるにつ

れて､それまでの ｢得たいの知れない｣から ｢気

味悪い｣といった印象が強くなり､外国人に対し

てネガティブなイメージが形成されつつあるよう

に思える｡たとえば､東京都が平成5年度 (1993

年度)に港区 ･新宿区 ･羽村市で実施した調査60)

によると､外国人を見かける頻度が変わったかと

いう質問に対し､｢変わった｣61)が港 区 で6割以

上､新宿区 ･羽村市では8割以上に達 してい る

が､その ｢変わった｣と答えた人に ｢外国人に対

してどのような印象を持っているか｣を尋ねてい

る｡ それによると､ 港区では ｢良い印象｣｢悪い
印象｣62)がほぼ同数であるのに対して､ 新宿区で

は ｢悪い印象｣が35.6% ｢良い印象｣が14.5%､

羽村市で ｢悪い印象｣が31.9% ｢良い印象｣が

13.5%とそれぞれ倍以上の格差で ｢悪い印象｣が

｢良い印象｣を上回っている｡

これに対して､行政側の対応は､東京都では､

既述のように､｢iマーク窓口｣の設置や CATV
などによる情報提供､p-マ字併記や絵表示サイ

ンによるまちの表示を進めている改善程 度 であ

り､生活に密着した具体的な対応となると外国人

の多い区市などの国際化対策に負うところが大き

い｡区市レベルの対応では､ ｢便利帳｣と称する

ことの多い一般の行政情報案 内冊子 を "Living

Guide"63)のような形で外国人向けに改訂 して､

一部の行政施設に置いておくとか､ゴミの出し方

などを紹介した看板 ･リーフレット64)を作成する

例が見られる｡こうした対応以外には､たとえば

豊島区では､庁舎内の窓口や案内板を中国語 ･英

語で併記したり､外国人を編集委員とした外国語

広報紙 (中国語 ･英語)を毎月1回のペースで発

行したり､日本語教室 ｢日本語ひろば｣を1年に

1期から3期まで3回 (それぞれ入門 ･基礎コー

スに分け､各コース20回)開催したり､外国語が

堪能な区民を登録して紹介する通訳ボランティア

制度を設けたり､中国語 ･英語を話せる職員各1

名を含めた計7名による外国人相談コーナーを区

役所に設置したりしている｡

しかし､こうした国際化に比較的横橡的と思わ

れる区の対応でも､行政情報や日本式生活のルー
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ルを一方的に伝えるか､外国人の悩み ･相談に応

じるのが精一杯で､コミュニティ行政全般にわた

って外国人住民との共住を前提とした取 り組 み

は､まさに緒についたばかりと言えよう｡

今後の状況については､政府の入国管理政策や

外国人労働力に対する需要動向に左右されるであ

ろうが､特定地域で外国人が集住化して､米国に

おけるチャイナタウンのような○○街が出現した

り､そうした集住区が出来ないまでも､外国人の

生活が､ ｢出稼ぎ｣から長期間にわたった定住化

に移行し､結婚 ･子育て･教育などを通じて日本

人社会に密着するようになった時に､行政の手腕

が問われてくるわけで､その意味では､東京都が

全国に先駆けて新たな対応を行わなければならな

くなるであろう｡

4)高齢化とコミュニティ政策

コミュニティを ｢生活包括集団｣と捉えること

は､高齢化社会においては極めて重要である｡生

活包括集団としてのコミュニティでは､その地域

が､生活の場あるいは諸々の日常活動が集積して

いる地域 (空間)ととらえられるので､人々は自

ずと身近な場所で生活の充足を求め生活環境を改

善しようとする｡この生活需要を満たすには､社

会的環境つまり､居住地での人々の交流チャンス

が前提となろう｡人々が生活の中で身近な人々と

の交流のチャンスを広げることができれば､頻繁

に顔を合わせる人々のネットワークは､打算的ギ

ブ･アソド･テイクの関係ではなく､全人格的で

心の交流やふれあいを重視するものになる｡まさ

に ｢情が移る｣ような親しい相互扶助の関係が出

来上がるわけで､ ｢自然な形での手助け｣や ｢生

活のなかでの当たり前の行動｣として高齢者のコ

ミュニティ･ケアが実現できると期待される｡

このようなコミュニティがないところで､高齢

化と核家族化が同時に進行すると､高齢者は家族

という粋からも離れて老人ホームなどの施設に囲

い込まれるか､全く孤立して独りで生活するかの

いずれかになってしまうOそこで行政が､前者に

対しては施設ケアの問題として､そして後者に対

しては在宅ケアの問題としてこれに取り組むこと
●●●●●●●●●●●●

になるが､とかく､ (生活という総合的な視点で
●●●
はなく)健康の確保や福祉の充実という (行政の

目的に沿った)一面的な観点からしかとらえるこ

とができないので､ ｢心のかよわない｣ものにな

ったり､ ｢揮いところに手が届かない｣ものにな

ってしまう危険がある｡

また､最近ではボランティア活動も盛んになり

つつあるが､たとえば､町内会が公園の清掃を日

曜日に住民を募って行う場合など､声を掛けられ

て､出向く人のなかには､ ｢止むを得ない労働奉

仕｣として仕方なく参加することも少なくなく､

その結果､道に住民の地域離れが進む傾向もみら

れる｡生活のなかに相互扶助の関係がない場合､

ボランテ1ア活動は､自由時間を割いて､世の為

人の為に ｢提供｣するものとなり､｢負担｣のかか

るものと捉えられ易い｡そのために､その結果､

何らかの謝意を表す為に第3セクター等を介在さ

せることで有償化する傾向が見られる65)o

東京都が実施した ｢日ごろよくつきあっている

人｣の調査66)によると､20代の男性では友人 ･知

人が44.6%､職場 ･仕事に関係のある人が40.8%

で圧倒的に高かったのに対し､ 隣近所の人が9.6

%､地域の人が僅か5.4%で､若い人ほど地域と

の繋がりが少ないことが分かる｡ところが､60歳

以上の男性になると､隣近所の人が33.1%で トッ

プとなり､地域の人も19.5%で､職場 ･仕事に関

係する人 (17.8%)を上回る結果がでている｡す

なわち､高齢者は地域の人々が支えているのであ

る｡今後､高齢化が進んで東京都の人口構成がピ

ラミッド型からビア樽型-､さらに逆三角形型に

なっていくと予想される中で地域社会の重要性が

ますます高まっていくことは間違いない67)0

このような状況にあって､東京都のコミュニテ

ィ行政の対応を見ると､その歴史は､ 昭和44年

(1969年)に東京都社会福祉審議会が知事の諮問

を受けて 『東京都におけるコミュニティ･ケアの

進展について』という答申をまとめたことに始ま

る｡これは､それまでの厚生行政が､施設を主体

とするイソスティテユーショナル ･ケア中心であ

ったのに対し､コミュニティ･ケアの重要性を指

摘したもので､この答申が昭和46年 (1971年)の

中央社会福祉審議会の答申 『コミュニティ形成と

社会福祉』にひきつがれた68)と言われる69)0

また､最近では､平成3年 (1991年)に在宅福

祉を基調とした地域福祉の推進を図るため ｢東京

都地域福祉推進計画｣が策定されている｡この計
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画は､人間性尊重 ･地域生活重視 な どを詣った

｢ゆとり型社会｣のもとに ｢だれもが､いつでも､

どこでも､必要とするサービスを利用できる｣地

域福祉の展開をめざすものであるが､その地域福

祉推進にあたってほ､①地域化(区市町村主体)の

原則と共に､② ｢福祉､保健 ･医療 ･住宅など分

野別や高齢者､障害者など対象別に専門化してい

るサービスのしくみを､住民の生活の視点から地

域において組み替え､総合化市､ニーズに見合っ

たサービスを効果的､効率的に提供してい く｣70)
という総合化の原則が強調されているO

筆者は福祉行政の専門ではないので土の分野で

多くを語ることはできないが､この ｢地域化｣と

｢総合化｣の原則は､(同時に挙げられている ｢参

加と協働の原則｣とともに)これまでの福祉行政

をコミュニティの視点で捉え直す必要性を述べて

いるように思える｡しかるに､行政は依然として

縦割り的に専門化された分野別サービスと対象者

を区分した ｢囲い込み｣サービスを進めているよ

うに思える｡

たとえば､コミュニティ問題研究会を通じて知

ったコミュニティ施設の実際の設置例だけを見て

も､老人福祉センターと児童館は厚生省関連､公

民館は文部省関連､働く婦人の家や勤労青少年ホ

ームは労働省関連などと行政の縦割り組織にした

がって管轄が分かれており､本来は地域住民が気

軽に触れ合う場であるはずの施設において､世代

間の交流を逆に阻害する傾向がある｡研究会でも

行政の機能に合わせた目的志向的施設 (学校､公

民館､ 図書館､ スポーツ施設､老人会館､ 児童

館､青少年会館など)を複合化 ･融合化71)するこ

とが提言された72)が､筆者にとってほ中野区の融

合型施設 ｢みずの塔ふれあいの家｣の事例が印象

的であった｡

この施設は､住民から ｢近くに区の施設がない

ので作って欲しい｣という要望が出されて建設さ

れたものであるが､確保できる用地の制約なども

あって限られた敷地内に老人会館と児童館と学童

保育所の機能を兼ねそなえたものにな り､さら

に､住民の要望を取り入れて誰でも気軽に立ち寄

れるロビ-空間が作られた.こうした施設につい

て､当初は ｢老人は静かなものを求めるからウル

サイ子供の施設と併合するのは好ましくない｣と

189

いう懸念が行政担当者の間にあったそうだが､結

果的には､老人は子供の活気に触れ子供は老人の

昔の話に耳を傾けるようになって世代間の交流が

盛んになったと言う｡これは成功した施設建設の

事例であるが､こうした地域におけるコミュニテ

ィ関連行政施設の融合化が､用地の制約という条

件下で実現するのではなく､行政の意図として積

極的に推進されるべきではないだろうか｡

5.コミュニティに関する図式化の試み

以上のように東京都のコミュニティ行政を概観

してみると､1,200万人にも達する膨大な都民を

抱える行政体が直面しているコミュニティ行政の

難しさが示されている｡しかし､東京都が､情報

化 ･国際化 ･高齢化 (あるいは少子化-人 口変

動)の問題をコミュニティに重大な変化を及ぼす

要因と捉えていることは確かであり､その認識は

正しいと言えよう｡以下の図4は､筆者が､これ

までの論点を整理しながら､この3大変動要因の

コミュニティに及ぼす影響について簡略化して図

式化したものである｡

既述のように､コミュニティの特色を①境界性

の認識､②集団性の維持､③行動基準の3点で表

すならば､コミュニティは図4のベクトル図式に

示すように､地域性､集団性､道徳性の3つの座

標軸のプラス方向で表せる位置に存在することに

なる｡これに対して､都市化は､①地域意識の喪

失､②集団 (あるいは固定的な人間関係)からの

単独化､③行動規範の一時性という意 味にお い

て､この理想型としてのコミュニティの対極に向

かうベクトルをもっていることになる｡

しかし､これも既述の通り､都市には必ずしも

コミュニティが存在しないわけではない｡産業革

命以前の商業都市はコミュニティの要件を揃えて

いたし､現代にあっても､下町には相互扶助的な

地域集団が存続している｡東京都でも､新しいコ

ミュニティ形成のチャンスが拡大しつつある｡東

京に移り住んだ世代 (地方出身者)に代わって第

二世代 (東京出身者)が東京をふるさととして定

住しようとする傾向がみられること｡労働時間の

短縮､フレックスタイムの導入､あるいは通信情

報手段の発達に伴う在宅勤務などによって地域に

留まり生活する時間が増大しつつあること｡自然
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(井原作図)

図4 新しいコミュニティのためのベクトル

環境-の関心の高まりやボランティア活動の活発

化によって市民意識の向上がみられることなどで

ある｡また､定住志向や生活時間の拡大 と とも

に､地域環境の悪化を防止しようとする住民運動

もみられるようになってきたし､マンションの共

同管理組織のように共通の生活空間を維持 ･改善

していく新しい自治組織の萌芽もみられる78)O

こうした､環境保護のボランティア活動､生活

防衛型の住民運動や共同生活空間につ い ての維

持 ･改善の動きは､地域に共通する問題解決の過

程で､居住者間のコミュニケーション機会を増大

させ､居住者相互の人格的理解を促進し､地域に

ついてのイメージを形成させると考えられる｡そ

うなれば､生活環境を悪化させるマイナス面の問

題が解決された後にも､生活の快適性を積極的に

求めていくプラス面での地域活動が日常の人々の

交流から生じて､人々の生活のリズムのなかで根

付いていくことも期待される74)0

人間は､いうまでもなく､社会的存在である｡

都市は人の集まる所としてコミュニティの存続す

る機会をもっている｡したがって､都市は､コミ

ュニティの対極にある概念ではなく､コミュニテ

ィの対極にあるのほ､ (図4に示すように)孤立

した生活であり､疎外された人間像であると言え

よう｡

これに対して､情報化 ･国際化 ･高齢化のいわ

ゆる3化け現象が､コミュニティ形成の視点から

どのような影響を与えるかを簡略化して示したの

が図4の下部の3つの矢印である｡これは､むし

ろ､こうあるべきという方向性を示していると言

ってもよく､行政が取るべき政策の方向性を示唆

しているといっても良いだろう75)0

1)情報化のベク トル

情報化は､地域性 ･集団性 ･道徳性の3つのベ

クトルのうち､集団性のベクトルを強くもってお

り､人的な新たなネットワークを形成して､新し

い集団を創ると期待される｡書見俊哉は､電話と

コミュニティについて研究を行っている78)が､学

生を対象としたアンケー トの中から､ ｢独り暮ら

しになって､私が電話をかける回数はかなり増え

た｡ひとりでいると--･とにかく誰か と話 した

くなる｡で､ついついダイヤルに指が伸 び るの

だ77)｡｣という例を紹介している｡筆者は､ この

｢独り暮らしになって電話が増えた｣という学生

の告白から､情報化のベクトルが読み取れるよう

に思える｡人間は孤立したままではいられない｡

そこで､ (電話という)新しいコミュニケーショ

ンメディアを得ると､誰かと接触したくなり､疑

似的な共有空間78)を作ることのできる相手､すな

わち､自分の存在を確認できる他者を獲得しよう

とするのではなかろうか.

もちろん､そこには､2つの仮説が考 え られ

る｡第1は､情報化の進展に伴って､コミュニテ

ィはますます地域との繋がりを失っていくという

見方である｡確かに､情報伝達手段の発達は物理

的な空間や距離の感覚を麻痔させる｡電車の中で

携帯電話を使っている人は､物理的には遠く離れ

た相手の人と親しげな話をしていながら､自分の

周囲にいる人々に無頓着な場合が多い｡座席が同

じという空間的な共有性 (コミュニティの観点に

たてば ｢同じ町の住人｣という意識)は､携帯電

話がかかってくると (すなわち､別の情報手段が

出現すると)失われてしまって､人々は物理的に

近い人々 (近隣の ｢居住者｣)にますます無頓着

になってしまうかも知れない｡

第2の見方は､情報化の進展に伴って､人々の

フェイス･ツウ･フェイスのコミュニケ-ショソ

の機会が拡大するという考えである｡情報化のパ

ラドックスは ｢知れば会いたくなる｣ことから起

こるのかも知れない｡情報通信手段が発達すると

(遠くに居てもコミュニケーショシができるのだ

から)人口が分散すると思われがちだが､実際に

は人口が情報発信地に集中することが多い｡これ
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だけ情報が得やすい社会にあっても､たとえば､

政治家が永田町というムラ社会に集まって直接語

り合おうとするように､会わなければ ｢得られな

い情報｣があって､そこにこそ ｢得がたい情報｣

の価値があるとも言える｡いずれにしても､人格

的理解を得るため､相互信頼を築くため､あるい

は共同で具体的な行動を起こす場合など､フェイ

ス･ツウ･フェイスのコミュニケーションの重要

性は依然として大きいと言えよう｡

このように情報化がフェイス･ツウ･フェイス

のコミュニケ-ショソの機会を①減少させるのか

②増大させるのかについては議論の分かれるとこ

ろであるが､電話についてみれば､ ｢①電話で用

件を済ます｣意味で前者の例にあたり､② ｢電話

でアポイントをとる｣場合には後者の例にあたる

ことになり､電話の普及から類推すると､情報通

信手段の発達がコミュニティに及ぼす影響は､ま

さに両面をもっていると予想される79)｡

したがって､行政は､こうした情報化の特徴を

充分理解して､情報化のベクトルを新たな地域集

団の形成に役立てるように努力すべきであろう｡

たとえば､本稿でも紹介した板橋区のBBS｢ヒュ
ーネットいたほし｣では､ネットの会員は､ ｢オ

フ会十という名称の会合に参加するように勧めら

れている80)oこれは､日頃情報ネットワークだけ

でしか知らない会員たちと直接顔を合わせて親睦

を深める会合の場であり､メディアの中の架空の

コミュニティを現実のコミュニティに繋げる試み

である｡いうまでもないことだが､情報化の進展

が､地域で起きていることや地域に住む人を知る

機会の増大に繋がり､それが地域の人々の新しい

出会いと協力関係を創りあげるようにしなければ

ならない｡

2)国際化のベク トル
これに対して､国際化のベクトルは､コミュニ

ティにとって新たな価値観の創造に寄与する可能

性がある｡自明のことであるが,国際化とは､多

様な価値観を包括することである｡異文化に触れ

て最初に気付くことは ｢違う｣ということであろ

うが､違いを探すだけでは共存は成立しない｡と

くに､同じ地域で生活するということになると､

｢違う人々｣｢違う習慣｣というだけではなく､そ
うした異邦人や異文化を受け入れていかなければ

191

ならない｡そこに新たな価値の創造がある｡

狭い居住空間を共有する都市生活においては､

国際化は新たな トラブル:を引き起こす ことが多

い｡たとえば､近所やマンションの下の階から異

臭が生じてくることがあって､･それを辿ると外国

人の食事や料理方法から来ることが分 か った場

合､それは相手にとって ｢食べる｣という生活の

根本的な問題だけに､苦情を言うだけでは済まさ

れない｡生活習慣は容易に ｢変えられない｣とこ

ろに問題の難しさがある｡しかし､どうやってそ

の ｢臭い｣(すなわち生活)とつきあっていくか､

というところに共生の道があろう｡当然のことで

あるが､新たな価値観はしばしば葛藤を通じて生

みだされるものである｡

それは､法律や規則のように初めから定められ

たものでもなく､伝統的な生活の風習によって解

決できるものでもなく､ルールブックや-ウツウ

的マナーで対応できるものでもない｡日本人だか

ら〇〇人だからという問題でもなかろう｡ ｢○○
さん｣という名前のある個人の行動を前提として

地域が共存していくために ｢新たに｣個別の体験

の中から ｢自分たちで｣｢創りだして｣いくもの
に違いない｡

町内会などの住民組織も､既成組織の維持や日

本人住民の代弁者になるのではなく､新たな価値

観にたって､ ｢新しい住民｣である外国人を受け

入れていかなければならない｡現実に､区部にお

いては人口の郊外流出や少子化で日本人住民が減

少している一方､外国人が確実に増加しているの

である｡また､多くの外国人が本国では比較的高

学歴で実際には真面目な生活をしているのである

から､マスコミの作り上げたステレオタイプ化さ

れた外国人イメージ81)､根拠のない噂､あるいは

表面的な印象に左右されることなく､外国人の生

活の実態を直視していかなければならない｡生活

をしている以上､病気をすることもあれば､子供

の教育で悩むこともある｡止むに止まれぬ事情で

祖国を離れて異国の地で必死に生きようとしてい

る人々や大志をいだいて日本人から多くを学ぼう

としている人々を ｢迷惑な参入者｣として除外す

ることは許されないはずである｡

付言すると､行政側も新たな価値観をもたなけ

ればならない｡(住民登録をしていない場合でも)
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地域で働き地域経済に貢献し､ (住民税を払って

いなくても)所得税 ･消費税などをつうじて納税

している外国人を､統計上 ･規則上 ｢住民｣でな

いとすることはできない｡コミュニティの立場に

立てば､国籍が問題なのではなく居住者 ･生活者

としての実態が重要なのである｡法規上では ｢日

本人国籍｣や ｢住民登録｣が医療 ･福祉などの行

政サービスを受ける資格要件となるであろうし､

｢サイン｣ひとつをとっても公的書類には印鑑登

録の必要な社会システムの中にあって､行政の対

応は難しいと考えられるが､ 渡戸 (1993)82)が言

うように ｢自治体行政は､国の法律に拘束される

側面がおおきい｣一方で､ ｢地域社会変化の最前

線にあって､ 新たな<市民社会的規範> (civil

societyvalues)を規範化し､ 政策化 してい く

く自治の前衛>の役割を担って｣い る｡東京 都

は､世界的にも国際的役割を果すべき国際都市の

一つであり､国や他の自治体の政策に影響を与え

る中心的自治体でもあり､新たな行政的価値観に

たって､ ｢住民｣としての概念を再構築していく

必要があろう｡

3)高齢化のベク トル

最後に､高齢化はさまざまな点で､人々と地域

との結びつきを強めるベクトルをもっていると期

待される｡まず､退職を機に､多くの人々が ｢職

場から地域に｣戻ってくることが予想される｡も

ちろん､退職後も趣味や旅行で地域を離れること

もあろうが､高齢者にとって ｢引越などによる急

激な環境の変化は好ましくない｣と言われるよう

に､肉体的にも精神的にも高齢者にとって安心で

きる地域の存在が必要と考えられる｡

また､高齢者の介護という点から見ても､地域

の重要性が今後ますます増大するものと考えられ

る｡もちろん､電話で話したり手紙を送ったりす

ることは精神的に大きな支えとなろうが､介護と

いうのは､直接手を差し伸べられる距離､すぐ行

ける範囲で最終的には可能になるわけで､地域で

共に暮らす人々との関係が大切になると思われる

からである｡

それは､介護される側､すなわち高齢者だけの

問題ではない｡高齢化と少子化は表裏一体である

が､子育てに悩む孤独な母親を励ましたり､世代

間の交流の少ない子供たちに学校で教えられない

生活の知恵を与えることができるのは､ほかなら

ぬ高齢者である｡教育以外の分野でも､長年の職

業生活を通じて得た専門的知識や技能を生かすこ

とも出来よう｡行政は､退職して時間的に自由に

なった高齢者ができるボランティアを地域活性化

のために活用して､それぞれの ｢生きがい｣のベ

クトルを地域のベクトルにあわせるべきではない

だろうか｡
●●●●●●

また､高齢化は､別の意味で､都市におけるコ

ミュニティの重要性を示唆している｡ とい うの

は､医療サービスの充実､交通手段や情報ネット

ワークの発達､インフラストラクチュアの整備､

コンビニエンス･ストアを始めとする24時間体制

の生活関連サービスなどから､都市の もつ利便

性 ･快適性が高齢化社会に必要とされているとも

いえるからである｡そうなると､手軽にサービス

が買える都市的生活様式と地域の人々がさりげな

く高齢者を見守る村落的生活様式の両面を備えた

コミュニティ (すなわち都市機能とコミュニティ

の共存)の必要性が論じられるかも知れない｡

この都市機能とコミュニティの共存の間者は､

農村地域での問題にも普遍化できる｡なぜなら､

高齢化の問題､すなわち少子化 (人口変動)の問

題は､現在の日本においては､都市だけの問題で

はないからである｡農村地域においては､過疎化

(人口流出)とも結びついて高齢化がより深刻な

問題になりつつあり､東京都のような自治体のコ

ミュニティ行政のあり方が､都市的基盤の整備が

遅れている地域における高齢者対策のあり方と結

びつく可能性もある.

さらに､東京都社会福祉審議会の答申にもある

ように､ ｢長命革命｣は ｢高齢者のみならず障害

者の重度化､高齢化をもたらし､これらを含む多

様な障害者の地域での自立と社会参加を､これま

で以上に推進していくことが求められている｣88)

わけで､ ｢子ども､障害者､高齢者の違いはあっ

ても､住み慣れた地域で家族､隣人､友人とのつ

ながりのなかで発達､自立を目指す方向は､今後

とも重視されなければならない｣84)であろう｡性

差 ･世代 ･職業 ･障害の有無を超えて交流する機

会と場を提供できるのはコミュニティであり､い

わゆる ｢ノーマライゼーション｣の理念は地域に

おける共存によって支えられていると言えよう｡
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6.コミュニティ行政の方向性について

以上の情報化 ･国際化 ･高齢化のベクトルに関

する図式化 (図4)は､本稿前半の議論 (3つの

特徴をもつコミュニティの定義-図1､都市的生

活の意味-表 1･2､行政とコミュニティの関係

-図2)と東京都コミュニティ問題研究会を通じ

て知りえた行政の現状をふまえて､今後､行政が

目指すべき方向性について､考える所を図によっ

て示したものである｡しかし､情報化のベクトル

の項でも述べたように､図式で示した方向性が必

ずしも必然的なベクトルを意味しているとは言え

ない｡

情報化が地域における集団性を高める方向で作

用するとは限らない｡情報化が進むと人々はます

ます近隣の人々に無関心になってしまうかも知れ

ないのである｡同様に､国際化が必ずしも新しい

価値観を生みだすとも言えない｡むしろ､外国人

の増加によって地域で伝承されていた行動規範

(地域内道徳)が消滅していく可能性もある｡ま

た､高齢化も必ずしも地域のまとまりを強める方

向に影響するとも言えない｡たとえば､子供や若

者が減少して地域を繋ぐ行事がなくなり､地域意

識が薄れてしまうかも知れないからである｡すな

わち､それぞれが､図式で示すならば､マイナス

のベクトルとなって作用する可能性もある｡

しかし､行政は､情報化 ･国際化 ･高齢化とい

う新しい時代の要請を受けとめなが ら､た とえ

ば､情報化を集団性のベクトルに､国際化を新た

な価値観創造のベクトルに､また高齢化を地域性

のベクトルに合わせながら､地域と人と道徳で繋

がるコミュニティを再生していく方向で努力すべ

きである｡

唐浮は､なぜコミュニティが個人に必要となる

かについて､ ｢住民が自己の人間像を確認する恒

常的な準拠集団を持つことで､社会的存在感 (ア

イデンティティ)を確認することが容易になるか

らである｣85)と述べている｡ コミュニティとは人

間性回復の場であり､真の自律のため の精神 的

｢基地｣と成りうるはずである｡逆に､コミュニ

ティがない都市生活においては､個人はアノミー

的状態になって自分を失ってしまう可能性 が高

い｡ルイス･ワースは､都市化の行き着く先に社
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会解体 (socialdisorganization)が生じ､それが

やがて個々人の人格解体 (personaldisorgani-

zaion)を引き起こす86)としているが､そ うした

病理的現象が現実に現われているように思 え る
87)()

また､コミュニティの解体は (社会解体と個々

人の人格解体ばかりでなく)行政機構の解体をも

意味する｡マーガレット･ミードが ｢アメリカで
グヲス･Jレート

は政治や社会の行動が､あのいわゆる草 の根に

おいて､すなわち､･.･-コミュニティにおいて始

まる｣88)と言うように､コミュニティは自治の根源

であり､コミュニティのない地方自治は存在しな

い｡東京都のような ｢超｣広域行政体にいると､

｢1,200万人もの人口を抱える東京都という行政体

がコミュニティ行政に取り組む積極的理由がある

のだろうか｣という疑問が生じても無理 はない

が､コミュニティ行政を放棄したときに､東京都

は地方自治体としての自らの存在を否定すること

になる｡

また､コミュニティ行政が必要なもう一つの理

由は､コミュニティ行政が縦割り的な行政組織を

結び横糸的機能を果たす可能性があるか らであ

る｡たとえば既述のように､コミュニティ施設は､

縦割り的な行政組織を反映して､各組織の施策ご

とに建設され運営されてきた｡教育行政としての

小中学校､体育振興事業によるスポーツ施設､福

祉行政としての老人会館などで､施設の運営面で

も別々の規則や手続きに従い､広報活動など情報

の提供もバラバラで､どの施設も地域全体の地域

全員の施設になっていなかった｡しかし､それを

利用する地域の人々から見れば､同じ行政体の施

設であり､住民交流の観点から見れば､それらの

相互連携が必要なはずである｡黒沢明の映画 『生

きる』のように､住民自身がさまざまな部署に出

向いて多くの要望書を提出しなければならない状

況が見られるが､住民にとって ｢地域の総合的窓

口｣としてのコミュニティ担当部署が必要なわけ

で､そうした横割り的調整部門は､東京都のよう

な膨大な行政組織になればなるほど必要になって

くると思われる｡

コミュニティ行政とは本来極めて政策的なもの

である｡したがって､人間性回復､自治の再生､

行政機構の改革を掲げながら､コミュニティのあ
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るべき理念を改めて示す必要がある｡なぜなら､

そこにこそ､ (すなわちコミュニティとは何かを

再度問いかけるところに)コミュニティ再生の大

きな機会があるからである｡

人々は､大量生産に基づく消費生活の中では､

享受できないものを捜し始めているよ うに思 え

る｡どんなに多様な製品があっても､ そ の中で

｢こだわり｣の消費を繰り返しても満たされない

ものがある｡品質的に劣っていても創意工夫のあ

る何かを作り出したときの創造的生産活動 の喜

び､便利さや迅速さという点では劣っても心のか

よったサービスを受けたときの感激､利害関係を

抜きに他人と共に協力して何かを遂行したときの

幸せ､など､大量生産にないものを見直し始めて

いる人々もいる｡紙幅の関係で取り上げることが

出来なかったが､環境問題にしても､大量のゴミ

を ｢地域外｣-捨てきれなくなった今日､地域内

でなんらかの協力が必要になりつつある｡これも

紙幅の関係で詳述できないが､コーポレート･シ

チズンシップやフィランソロピーの考え方を背景

に､企業も ｢地域の良き市民｣として地域活動に

参加するようになりつつある｡また､ボランティ

ア活動に対する関心も高まり､そのイメージも負

担のとなうネガティブなイメージから多様でポジ

ティブなものに変化しつつある89).生涯教育への
ニーズが高まり､自己研磨とともに自分の技能 ･

知識を役立てたいと願う人々も増加している｡こ

れら､一つ一つは､ばらばらのことのようである

が､すべてコミュニティの再生という観点で結び

つけることができる｡

現代社会は､多くの課題を専業化 ･分業化して

地域外で処理しようとしてきた結果､個人の孤立

と地域生活や自治意識の消滅と膨大な行政機構を

生みだした｡ところが､個人のレベルでも､地域

のレベルでも､行政のレベルでも､これまでのこ

うしたやり方が行き詰まりを見せ始めている｡今

こそ､人間性の回復と地域生活と自治の復活､そ

して行政改革が求められているが､そのすべてを

結び付けるものとしてコミュニティの重要性が見

直されなければならない｡また､実際 問題 とし

て､コミュニティは公的領域と私的領域の中間的

領域をもつ (図2)ために､行政がそれと取 り組

むときにさまざまな困難に直面するが､逆に､中

間的領域をもつからこそ､関与が可能な領域とも

言える｡公的領域と私的領域の狭間にあって､個

別の問題解決の過程は決して容易なものではない

と想像されるが､その問題解決の過程こそが重要

でもある｡行政が地域外部にあって問題をまるご

と取 り上げるのではなく､共に悩み ･協力するこ

とで ｢顔の見える｣関係､あるいは｢情のかよう｣

関係90)を築き上げることができれば､その過程で

コミュニティが再生されていくのではないだろう

か｡

追 記

本稿完成時に､神戸市を中心に阪神大震災がお

こり多くの方々が被災されました｡一瞬にして終

戦直後のような光景になった被災地と瓦磯のなか

で黙々と復興のために努力する人々の姿が同時に

強く心に残りました｡近隣の人々が助け合う連帯

の輪も見受けられます｡丁度本稿を書き上げたば

かりでしたので､ ｢都市的生活様式｣の脆弱さと

平素は気付かないコミュニティのもつ潜在的な力

強さを感じた次第です｡本稿では触れられません

でしたが､防災の観点からも都市におけるコミュ

ニティの重要性が見直されるべきではないでしょ

うか｡

(いはら ひさみつ 助教授)

(1995.1.12 受理)
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学助教授)及び筆者､都民の代表は､田中八重子

(新宿まちづくり協議会役員)､綱島信一 (品川区

商店会連合会役員)および東京都在住のフランス人

である保坂マリー･フランス (早稲田大学講師)､

東京都の行政担当者は東京都生活文化局のコミュニ

ティ･文化部長およびコミュニティ･文化部振興計

画課調整担当課長､区市のコミュニティ行政担当者

は､中野区と三鷹市のコミュニティ行政担当者で構

成されていた｡

2)中野区 ｢若宮いこいの家｣ (いわゆるコミュニテ

ィ･センター)､｢大和地域センター｣および三鷹市

｢連雀コミュニティセンター｣､｢みたか井心事｣

3) ｢コミュニティ｣国民生活審議会調査部会コミュ

ニティ問題小委員会報告書､1969年9月29日

4)マイタウン構想懇談会コミュニティ部会報告書､

1980年10月
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5)第1期東京都コミュニティ問題研究会報 告書､

1983年3月

6)唐津和義は､国際基督教大学社会科学研究所の三

鷹まちづくり研究会報告書 ｢三鷹市のコミュニティ

がめざす新たな課題を求めて｣の中の論文 ｢コミュ

ニティの崩壊と再生｣(1991年) で､ コミュニティ

を初めて ｢生活包括集団｣という用語で定義してい

る｡

7)前掲唐津論文 (1991年)､p.3

8)第5期東京都コミュニティ問題研究会報告書､

1994年10月

9)唐浮和義 『産業社会とコミュニティ』勤草書房､

1985年､p.225の脚注(2)あるいは唐揮和義 ｢コミュ

ニティの理念と現実｣国際基督教大学社会科学研究

所報告書､1989年､pp.3-4

10)唐津和義 『産業社会とコミュニティ』勤草書房､

1985年､p.192

ll)EC (EuropeanCommunity)のようにかなり広

い範囲にわたる国家の連帯にコミュニティの用語を

適用している例もある｡

12)マッキーヴァ-のコミュニティの定義は､その主

著 『コミュニティ ("Community-A Sociological

Study;BeinganAttempttoSetOuttheNature

andFundamentalLawsofSocialLife")』に詳し

いが､1917年の初版と晩年の版では多少異なる｡こ

こでは1924年に刊行された第3版を1975年に翻訳出

版したのものを採用する｡具体的には､R.M.マッ

キーヴァ一書､中久郎 ･松本通暗監訳 『コミュニテ

ィ』 ミネルヴァ書房､1975年､p.46

13)前掲マッキーヴァ-訳本 (1975)､p.135

14)前掲マッキーヴァー訳本 (1975)､p.135

15)ただし､後年､マッキーヴァ-は､コミュニティ

の基礎として ｢地域性 (locality)｣と ｢コミュニテ

ィ感情 (communitysentiment)を挙げている｡

16)松原治郎 ･倉沢 進ほか 『大都市周辺における自

治意識の実態調査報告書』輿論科学教会､1969年

17)奥田道大 『都市コミュニティの理論』東京大学出

版会､1983年､pp.28-32

18)奥田道大 『都市型社会のコミュニティ』勤草書

房､1993年､pp.12-13

19)奥田は1983年の ｢コミュニティ｣モデルでは｢主
体的行動体系｣と ｢客体的行動体系｣を対立した縦

軸にとり｢普遍的価値意識｣と ｢特殊的価値意識｣

を横軸にした2次元のモデルを措いているが､1993

年の 『都市型社会のコミュニティ』においてほ､前

者の主体 ･客体的行動体系の軸を ｢地域性｣に置き

換えて修正している｡具体的には､下記に示すよう

な4象限のモデルを想定している｡

地域性 (+)
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(-)

奥田道大 『都市型社会のコミュニティ』勤草書房､

1993年､p.13より

20)周知のように､社会学文献にあるコミュニティ概

念の分類をしたヒラ1)- (G.A.Hillery)は､ コ

ミュニティ概念に最も多い共通認識として､地域性

(locality)､社会相互作用 (socialinteraction)､共

通の粋 (Commontie)の3点を挙げている (G.A.

Hillery,"De丘nitionsofCommunity.IAreasof

Agreement,"RuralSociology,Vol.20,1955)が､
筆者は､これら3点は､社会相互作用を｢集団性の維

持｣共通の秤を ｢行動基準の伝承｣と置き換えれば､

唐津のコミュニティ概念と共通すると考えている｡

21)唐浮は､ ｢単独化現象｣とともに ｢自律的行為者

と孤立的行為者に分離する懐向｣を指摘し､ ｢単独

化｣には､集団から独立した ｢自律化｣と集団から

離脱した ｢孤立化｣を含むと してい る｡前掲唐滞

(1985)､p.95

22)産業革命以前の商業都市は都市の範囲が確定した

閉鎖社会であり､住民は市民として定住し､相互の

協力が都市を成立していたわけで､生活共同体とし

てのコミュニティ概念を当てはめることができるも

のであった｡前掲唐滞 (1985)､pp.150-151

23)Worth,Louis,"Urbanism asawayofLife,"

AmericanJournalofSociology,1938

高橋勇悦訳 ｢生活様式としてのアーバ ニズ ム｣

(鈴木広編 『都市化の社会学』増補版1978年)

24)倉沢 進 ｢都市的生活様式論序説｣磯村英一編

『現代都市の社会学』鹿島出版会､1977年

25)前掲倉沢 (1977)

26)大量消費社会を支えているのほ､いうまで もな

く､大量生産方式の確立とマスメディアの発達に伴

う大量広告､交通網 ･移動手段の発達に伴う大量輸

送である｡

27)従来の食堂 ･レストランに加えて､地方において

もファミリーレストラン･ファーストフード･(惣

菜コーナーをもつ)コンビニエンスストアが発達し

ており､インスタント食品 ･冷凍食品 ･レトル トフ

ードの普及もみられる｡
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28)周知の通り､マッキーヴァーほ､ ｢われわれ意識

(we-feeling)｣｢役割意識 (role-feeling)｣｢依存意

識 (dependency-feeling)｣からなる ｢コミュニテ

ィ感情｣をコミュニティ成立の基礎としているが､

筆者が地域意識として考えるものは､この ｢コミュ

ニティ感情｣を一定の地域に置き換えて感じる境界

の意識である｡

29)唐津は､｢primaryなCommunityからsecondary

な greatsocietyの大きな輪のなかの一員として｣

という表現を使っている｡前掲唐浮 (1985)､p.93

30)青い窓の会 『お父さんはとうめい人間』光雲社

(1986年)は､児童誌 『青い窓』に寄稿された子供

の詩を通じて､働く父親の姿が子供の目の前から喪

失しつつあることを時代ごとに整理して示 してい

る｡昭和30年代には生き生きと働く父親像が描かれ

ていた子供たちの詩に､父親の姿が登場しなくなり

つつある､という｡タイトルにもなっている ｢とう

めい人間｣という福島県の小学校6年生､福原武彦

君の詩は､ ｢このごろお父さんは/とうめい人間/

ぜんぜん見えない･･-･･｣で始まる｡

31)唐樺は､ ｢都市化社会現象と行為様式｣前掲唐揮

(1985)第Ⅰ都第1章において､合理化 ･選択化 ･

単独化 ･画一化 ･多様化をあげて都市的生活様式を

説明している｡また､観点は大分違うが､都市生活

者の生活様式について､マ-ケティングの分野では

マーケット･セグメンテーションに応じたクラスタ

ー分析の一つとしてライフスタイルの分析がしばし

ば行われている｡

32)唐浮は､経済上や生活上で一人前になることを

｢自立｣と呼び､自分自身の価値観 ･世界観を もつ

場合を ｢自律｣と呼んで区別してい るが､本稿で

も､唐浮の用例に従って､ ｢自立｣と ｢自律｣を使

一企画審議室

一情報連絡室

一東京フロンティア推進本部

一総務局

一財務局

一主税局

一都市計画局

一環境保全局

一福祉局

一労働経済局

-コミュニアイ

ー国際部

一女性青少年部

-消費者部

-価格流通部

但し､( )内は人数を示す｡

い分けている｡

33)M.ミード･M.ブラウン『コミュニティ-その

理想と現実』北望社､1970年

34)前掲唐滞 (1985)､p.149

35)前掲マッキーヴァー訳本 (1975)､p.157

36)前掲マッキーヴァ-訳本 (1975)､p.164

37)前掲 ｢コミュニティの地域特性に関する調査研究

報告書 (その2)｣p.62

38)蓮見音彦､奥田道大編著 『21世紀日本のネオコミ

ュニティ』東京大学出版会､1993年､p.195

39)たとえば､東京都の ｢マイタウン構想｣は鈴木都

政の政策的なスローガンの一つとして電通などの広

告代理店を使って企画されたといわれる｡

40)前掲マッキーヴァ-訳本 (1975)､p.162

41)｢東京都総合実施計画1993年｣東京都資料

42)コミュニティ活動の事例やコミュニティリーダー

の声､区市町村や国 ･他府県のコミュニティ行政の

現状 ･新しい試み ･動き､学識経験者の意見 ･提案

などを紹介する情報誌であり､年4回､各20,000部

の部数で発行されている｡

43)｢生活文化局事業概要 (平成6年版)｣東京都資料

44)現実の問題として組織体制上の制約もある｡以下

は､筆者が平成6年8月1日付けの東京都機構囲

(東京都総務局総務部行政管理課作成の ｢東京都組

織一覧｣)とコミュニティ文化部でのヒ7リングを

もとに作成した東京都の組織の一部である｡生活文

化局は､知事-副知事と直接つながる直轄の知事部

局であり､さらに､生活文化局の*でも､コミュニ

ティ文化部は (どの局にもある総務部を除いて)筆

頭の部になっており､組織上から見ても､コミュニ

ティ行政が東京都にあってほ上位の位置づけにある

ことが分かる｡

副参事 (文化担当)

副参事 (施設計画

担当)

一文化事業課

一観光レクリエーション課
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-コミュニティ係(3)

-コミュニティ･リーダー

担当係長(1)

-コミュニティ･施設

担当係長(1)

一施設整備担当係長(1)

一文化係 ･関連係長(8)

一写真美術館係(3)
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しかし､その内部組織をさらに詳しく見 てみ る

と､コミュニティ文化部にはイペソトなど文化事業

を行う文化事業課や観光レクリエーション課もある

ため､実質的にコミュニティ行政にあたるのは振興

計画課に限られてしまう｡さらに振興計画課の車に

は都立写真美術館 ･江戸東京博物館などを担当する

文化関係の係も含まれているため､現実にコミュニ

ティ行政の取 り纏めを行うのは､現在の体制では､

コミュニティ係で3名､各コミュニティ関連担当係

長3名を加えても合計6名の体制であり､既述の文

化係や文化関連係長8名の応援を得たとしても十数

名の人員体制ということになる｡

45)その他の根拠法令としては､都 ･区市町村コミュ

ニティ･文化行政連絡会議設置要綱､東京都コミュ

ニティ問題研究会設置要綱 が あ る｡ (平成6年版

｢生活文化局事業概要｣東京都資料､p.63)

46)その他にも､宝くじの広報のため行っている財団

法人 ･自治総合センターのコミュニティ助成事業の

仲介､多摩六都科学館の建設費補助 (平成 5年度事

業完了)､多摩都民フォーラム (仮称)の設置 検 討

などがある｡

47)東京都生活文化局コミュニティ文化部振興計画量

｢平成5年度市町村コミュニティ施設及びスポーツ

レクリエーション施設建設費補助要綱｣東京都資料

48)自治省のコミュニティ対策要綱にうたわれたコミ

ュニティ施設の設置方針も､概ね小学校区を基準に

計画するようにとある｡

49)前掲第5期東京都コミュニティ問題研究 会報 告

書､p.76

50)前掲第5期東京都コミュニティ問題研 究会報 告

書､p.77

51)｢とみん情報システム (とみんず)の概要｣東京

都資料

52)前掲第5期東京都コミュニティ問題研究 会報告

書､p.ll

53)前掲第5期東京都コミュニティ問題研 究会報 告

書､p.31

54)前掲第5期東京都コミュニティ問題研 究会 報告

書､p.12

55)前掲第5期東京都コミュニティ問題研 究会 報告

書､p.12

56)東京都生活文化局国際部国際化推進室 『東京都の

国際化対応の現状と今後の方向』東京都資料､1991

年

57)前掲奥田 (1993)『都市型社会のコミュニティ』､

p.155

58)前掲奥田 (1993)『都市型社会のコミュニティ』､

pp.146-158

59)｢平成元年度板橋区 ･区民意識意向調査報 告 書｣

板橋区役所､1990年､p.64およびp.66
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60)｢地域社会の国際化に関する意識調査｣東京都 生

活文化局国際部､1994年

61)｢変わった｣は､｢ずいぶん変 わった と思 う｣と
｢変わったと思う｣の合計｡詳細は以下｡

前掲 ｢地域社会の国際化に関する意識調査｣p.61

62)｢良い印象｣は｢非常に良い｣と ｢まあまあ良い｣
の合計｡｢悪い印象｣は ｢あまり良くない｣｢非常に
良くない｣の合計｡詳細は以下｡

(%)

I捲 可 新 宿 可 羽 村 市

非常に良い

まあまあ良い

良い印象 (合計)l 22･8 14.5 1 13.5

あまり良くない

非常に良くない

悪い印象 (合計)I 19.8 1 35.6 I 31.9

前掲 ｢地域社会の国際化に関する意識調査｣p.68

63)たとえば､新宿区では､"LivingGuideToShi-

njukuCity:Making theMostofYourLife

Shinjuku"､ 豊島区では､"HelloTOSHIMA:A

survivalguidetolivinginToshimaBorough"､

板橋区では､"GuidebooktoLifeltabashi"が発

行されている｡こうした英語版のもの以外にも､中

国語､韓国語などの外国人向け ｢生活便利帳｣があ

る｡

64)豊島区では平成 4年度より英語 ･中国語を併記し

たゴミ収集の看板を立て､ ｢ぴん ･かん分別回収｣

などについては､外国語版回覧用紙を作 成 してい

る｡

65)前掲第5期東京都コミュニティ問題研究 会 報 告

書､p.4

66)｢地域社会に関する世論調査｣､東京都､1983年

67)前掲第5期東京都コミュニティ問題研 究 会報 告

書､p.4

68)松原治郎 『コミュニティの社会学』東京大学出版

会､1978年､p,169

69)しかし､こうした先駆的な指摘をしたにもかかわ

らず､この東京都社会福祉審議会の答申でいう ｢コ

ミュニティ･ケア｣｢は､コミュニティにおける社
会福祉機関 ･施設により､社会福祉に関心をもつ地
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域住民の参加を得て行われる社会福祉の方法であ

る｣と規定されており､筆者が傍点をふ ,jた よう

に､イソスティテユーショナル･ケアの延長上に一

部の地域住民の参加を得て行うものにすぎないと思

われる｡松原治郎も､前掲松原 (1978)p.169で､

この答申は､ ｢コミュニティとは何かの議論に深入

りせずにコミュニティをそこで実際に取り扱われる

社会福祉の各領域の課題に応じて地理的範域を具体

的に表現したにとどまった｣としている｡

70)東京都福祉局総務部企画室 ･衛生局総務部企画室

作成 ｢東京都地域福祉推進計画 ･高齢保健福祉の現

状と目標｣東京都資料､1994年､p.10

71)中野区では､複数の施設が同一の敷地や建物に合

築されただけで相互に壁で仕切られていたり玄関が

別にある場合､それを ｢複合型施設｣と呼び､最初

から複数の機能の相互活用を考えてデザインされて

共通のロビーや玄関をもつ施設を ｢融合型施設｣と

呼んで区別している｡

72)前掲第5期東京都コミュニティ問題研究会報告

書､p.51およびp.65

73)前掲第5期東京都コミュニティ問題研究会報告

書､p.6

74)前掲第5期東京都コミェニティ問題研究会報告

書､p.6

75)そもそも図1や図3の図式は､定量化のためのモ

デルではなく､概念を整理して方向を示すための補

助的手段として考えたものである｡

76)書見俊哉はか ｢電話コミュニケーションの研究｣

東京大学新聞研究所紀要 No.43､1991年

吉見俊哉ほか 『メディアとしての電話』構文堂､

1992年

77)前掲蓮見 ･奥田 (1993)『21世紀日本のネオコミ

ュニティ』､p.138

78)書見は､こうした疑似的な共有空間の概念を広げ

て ｢回線のなかのコミュニティ｣と呼んでいる｡

具体的には前掲蓮見 ･奥田 (1993)『21世紀 日本

のネオコミュニティ』の中で書見の担当する6章の

表題が ｢回線のなかのコミュニティ｣である

79)その他にも､書見が前掲6章の論文 ｢回線のなか

のコミュニティ｣で指摘しているように､電話のも

つ別の影響も予想される｡吉見の指摘を筆者なりに

要約すると､電話は､初期の普及期には､ ｢呼び出

し｣として借用することもあって､玄関先に置かれ

ていることが多かった｡それがやがて居間 ･寝室と

いった家の内部に置かれるようになり､コードレス

電話や子機機能の付加によって個室という全くプラ

イベートな空間で使われるようになりつつある｡深

夜､拒蛙に足を突っ込んだり､ベッドに横になって

長電話をする若者にとって､もはや電話は､用件を

知らせる伝達の手段だけではなく､友達 ･仲間 と
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｢うちとけて話す｣手段に変化しつつある｡筆者も

こうした電話の変化は､コンピュータ･ネットワー

クを使ったコミュニケーションの将来を予想する上

で極めて示唆的であると考える｡

80)前掲第5期東京都コミュニティ問題研究会報告

書､pp.29130

81)前掲東京都調査 ｢地域社会の国際化に関する意識

調査｣では､外国人に対する ｢悪い印象｣をもつ理

由を尋ねているが､その理由は ｢ルールやマナーを

知らない｣｢固まって集団になっている｣｢わからな
い言葉で大声でしゃべる｣というものに加えて､

｢何となく不安な感じがする｣が羽村市で43.2%､

港区で37.3%､新宿区でも30.9%に達している｡こ

の ｢何となく不安｣という感覚には､外国人犯罪の

増加､不法入国､不法就労､密輸､風俗繁華街にお

ける過激な報道などステレオタイプ化されたイメー

ジ形成も影響していると見られる｡

(豊島区資料 ｢外国人相談にみる豊島区の国際化｣)

1993年､p.62

83)東京都社会福祉審議会答申 ｢社会の変化に対応す

る地域福祉の展開とその基盤整備について｣東京都

福祉局総務部計画調整課発行資料､1994年､p.6-7

84)前掲東京都社会福祉審議会答申､1994年､p.7

85)前掲唐津 (1985)､p.197

86)Worth,Louis,"Urbanism asaWayofLife,"

AmericanJournalofSociology,1938

高橋勇悦訳 ｢生活様式としてのアーバ ニズム｣
(鈴木広編 『都市化の社会学』増補版1978年)

87)たとえば､十分な検討を行っていないが､1994年

10月29日につくば市で起きた医師家庭における妻子

殺人事件は､コミュニティの崩壊が個人の人格解体

に及んだ例のように思えるO医師 ･野本岩男の家庭

は地域から孤立した場所にあり､医師は地域集団と

の繋がりをもっていなかった｡医師はもっぱらエリ

ート集団における倫理規範のみに従っており､医者

の白衣を脱ぎ捨てたときに､1歳と2歳というまだ

幼いわが子を殺害する狂気に及んだ｡ここに､筆者

は､地域 ･集団･規範から孤立化した人間の人格解

体を読み取るのである｡

88)前掲 M.ミード･M.ブラウン『コミュニティ-

その理想と現実』､p.6

89)｢生涯学習とボランティア活動に関する世論調査｣

内閣総理大臣官房広報室発行 (1993年)によると､

ボランティア活動に ｢関心がある｣が61.9%と､高

い関心が示されている｡また､その内容も､自然 ･

環境保護参加者 (35.6%)､募金 ･チャリティーバ

ザー (29.3%)､ スポーツ･文化活動 (28.3%)､

社会福祉活動 (27.6%)､青少年健全育成 ･子供会

(27.6%)と従来の福祉中心から多様化している｡



井原久光 都市におけるコミュニティと行政に関する一考察

90)行政担当者は､まず､①職務としてデスクの上で

考えるのではなく､地域に住み身近な人々と暮らす

｢生活者発想｣に立たわばなるまいが､②昔の駐在

所の警察官と地域の人々の関係のように､実際に地

域とともに暮らすパーシャル･コミットメントの覚

悟が必要になろう｡鹿児島県では警察官の地域巡回

のなかで独り暮らしの老人を訪問する制度がある

が､その訪問後にその老人の様子を都会に出ている

親類に葉書で知らせている｡その場合､最初に葉書
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をもらった人は ｢嫌な感じがした｡ただでさえ､親

を一人にしている負い目があるので---｣という感

想を述べている｡(NHK ｢新日本探訪 ･前略おばあ

ちゃんは元気です ･鹿児島｣1995年1月22日放送よ

り)｢顔が見えない｣関係のときは､行政が好意的

な援助を差し向けても ｢おせっかい｣に感じられる

が､葉書が何度か続いて ｢情が感じられる｣関係に

成ったときに ｢有り難いことだ｣と自然に思うよう

になるのではないだろうか｡
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(添付資料) コミュニティ施設の例示

施 設 区 分 l 内 容 兵庫県 】広島県

保 健 施 設

健康セ ンター

社会福祉施設

老人ホーム･老人憩いの家

コミュニケJ電話
- シ ョ ン施そ の 他

設 I 〝~Z広報掲示板
注 △については､コミュニティ主施設に併設された場合に補助対象となる｡

出所 :東京都生活文化局作成資料
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